






	!�è�Ì�w�«�™

�ƒ	Z�= 
n�›�k � �̀X �q�“ �‡�b �{
��.�J�¶�J �è�U 
R�8�J �è�¢
²�8�w�ˆ �‡�h �x �™�8�w�ˆ�£�w	Ô�ù �x�z
R�8 �t�� �s

�‡�p �w�=
n �x�Ý �Š�‡�b �U�z�� �s�Ž	Í�=
n � �̀h 	Ô�ù�x 
Æ�ù�¨ �q�s �“�z �o�• �x�Ý���^ �•�‡ �d�œ�{

�„�®�µ �Ù�”�À �J�¶�¯ �•�®�á�ˆ�J�¶�¯ �x�z
¶�è�[�s
:�w���—�� �Ž	Í�w	Z
n�U
ž�A�p �b�{

�…�®�µ �Ù�”�À �J�¶�î	6�¯ �t�m �M�o

�~
ð
÷ �x�z�á�ˆ
ð�p�K �•�y �ô�Í�p�– �;�` �h�‹ �w�p�) � �̀§ �Q�K�“�‡ �d�œ�{

�~�.�­���º�w	� �è�› 	!�è �b�” �¶
\ �x�z�.�­�� �³�á �”�¶�›�– �;�` �o�X �i�^ �M�{

�~�Â�Ç�µ �›	!�è�b �”�¶
\�x �z�Â�Ç�µ �³�á �”�¶�›�– �;�` �o�X �i�^ �M�{

�~�é�¿�§ �”�–�;�w	Ô�ù �t�x �z�¤�×�¦��
j�ø�w �d�› 	$�À�Ì�� �]�q �t	� �“	Z � �̀z 	$�À	4�ƒ�™ �h�i �j�t �&�k �`

�o�X �i�^ �M�{

�†	!�è �t�� �b�” �¦�Ô �x�z�.�­���w���Ô
X�›�_ �o�X �i�^ �M�{

�‡
² �~�™�8�†�M�q�‹ �‰�a	� �è�› 	��’ �s�M �‘�O �t�` �o�X �i�^ �M�{�h�i � �̀z �¨
¬�p
² �~�™�8�q�‹ �‰�a	� �è�t �s�l �h

	Ô�ù �x	!�è�` �o�X �i�^ �M�{

� �̂®�Ø�¢�æ�ï�¬ � �̄x�z�®�”�Ü �E�s���M
…�; �U�T�T �“�‡ �b�{

総合体育館見取図

体育館掲示板はここにあります。
（教室番号に＊と記載されている場合、実施場所はこの掲示板で当日指示されます。
指示の無い場合は 2 階体育講師控室で確認して下さい。）

体育研究室からのお願い
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定期試験 授業科目の履修状況を評価し、単位を認定するために試験が行われます。
授業（科目）によっては定期試験期間以外に試験を実施する場合もあります。授業期
間内に試験が行なわれたり、レポートを提出しなければならない授業もありますから、
常に掲示等も確認してください。
また、授業中に課題を与えられる場合などは掲示をしない場合もありますから、気を
つけてください。日頃の出席状況、受講態度なども評価の基準になります。さらに、
単位認定にあたり、出席を前提としている科目もありますので注意してください。
詳細は、Web シラバスにて確認してください。

定期試験を
受けるためには

履修申請が必要です。「履修登録確認表」（P13 参照）で登録が確認された授業科目以
外の試験を受けることはできません。
また、授業料等を納入していなければなりません。

定期試験に関する注意事項
● 授業時間割と異なる曜日・時限で試験を実施する場合があります。
● 他曜日・他時限のクラスと合同で試験を実施する場合があります。
● 受験者数の関係で、教室を分けて試験を実施する場合があります。
● 試験時間割発表後にも実施日・教室等が変更される可能性があります。
● 旧カリキュラム適用の学生で科目の読み替えのある学生は、Ｗｅｂシラバス（授業計画書）参照の上、試験科目・ 

試験日時を確認してください。
● 自由科目や乗り入れ等で他学部他学科の科目を履修している学生は、その科目が本来開講されている学部・ 

学科の試験時間割を確認の上、受験してください。
①試験場では、学生証を通路側の机上に置いてください（学生証のない者は受験できません）。
②学生証を忘れた時は、本館１階パピルスメイトにて「試験用臨時学生証」を 発行後、試験会場に入室してください。

「試験用臨時学生証」は当日のみ有効とし、当日の試験終了後直ちに教務課に返却してください。
「試験用臨時学生証」の発行手数料は 500 円です。

● 試験開始後３０分以上遅刻した者は受験できません。
● 試験中に不正行為を行った者には退場を命じ、以下の通り処分します。

◎ 注意義務違反を怠った者 ･･･ 当該科目の試験を無効とします。（監督者の指示に従わない者、受験態度が悪い者など。）
◎ 不正行為を行った者 ････ 当該試験期間中の試験をすべて無効とします。

017



追試験 追試験は、病気等で定期試験を受けることができなった者が、以下のイ）〜ニ）に該
当する場合に申し込むことができます。通年科目の中間試験に追試験はありません。
追試験の成績は 90 点満点です。試験時間、試験場での注意、不正行為者の処分等に
ついては、定期試験と同様に扱われます。

受験該当者 イ）病気による公的診断書※ 1 がある者、および就職活動に関する証明※ 2 がある者。
※ 1 受診日以外に欠席を要する場合は、その欠席期間も安静を要することが判ら

なければ、原則として追試験の受験は認められません。
※ 2「就職活動証明書」を事前にキャリアセンターで受け取り、必要事項を記入

の上、訪問企業で押印したものを教務課に提出してください。

ロ）試験期間および期間外に次の事項で特別に休んだ場合、保護者および他の証明書
がある者。
・父母、配偶者（それに準ずる者を含む）または子が死亡した時（7日＋往復日数）
・祖父母または兄弟姉妹が死亡した時（2日＋往復日数）
・1周忌までの法要を行う時、または上記以外の親族が死亡した時（1日＋往復日数）
・交通事故で被害者の場合は、事故が発生したその日から追試験を受験できる日まで。

ハ）クラブ活動における関西大会以上の公式試合、並びに大会に参加するため予め許
可を得た者。（大会期間＋往復日数）

ニ）各時限において、交通機関の延着により受験できなかった者で、30 分以上の延着
証明（公の証明書に発生年月日、時間帯が明記され、代表者の印のあるものに限
る。）を添えて発生した当日に教務課窓口に申し出て、交通機関に問い合わせた結
果、申請事項と相違ないと認められた者。

※その他特別な理由のある者は、別に審議します。

申し込み方法 追試験を受験するためには、「追試験受験願」に必要事項を記入し、決められた申し込
み期間内（別途ポータルシステムに記載します。）に、受験料（1,000 円／ 1 科目）
を添えて申し込んでください。追試験受験可否については、教授会において審議し決
定します。その結果は、ポータルシステムからお知らせ配信で発表します。
メール通知設定の登録をしておいてください。
ただし、就職試験、交通機関の延着および裁判員としての職務従事のために定期試験
を受験できない場合は、受験料は必要ありません。
公的理由により通年科目の中間試験を欠席した場合、理由を証明する書類を持って教
務課に相談に来てください。中間試験欠席証明を発行します。
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成　　績 正しく履修登録された科目について、所定の試験を受けた結果、成績が「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」
「Ｃ」に評価された場合に単位が認定されます。

評価 Ｓ（秀） Ａ（優） Ｂ（良） Ｃ（可） Ｄ（不可） ＊ Ｔ（認定） ＠

適用（点）
100～

90
89～

80
79～

70
69～

60
59～0 注1）参照 注2）参照 履修中

単位 合格 不合格 不合格 認定

注 1）＊（アスタリスク）について
成績評価（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）が受けられずに、未受験または未受験相当は＊

（アスタリスク）となります。
1）定期試験を受けなかったとき。
2）定期試験は受けたが、授業欠席が多かった。
3）授業欠席が多かった。
4）レポート、課題を提出しなかった。
5）レポート、課題を提出したが、授業欠席が多かった。
6）その他、Ｗｅｂシラバスに明示されている場合。

＊（アスタリスク）の基準がＷｅｂシラバスに明示されている場合は、その基準
を優先します。

≪「Ｗｅｂシラバス」を参照するには、ポータルシステム　③教務システム（履
修・シラバス）にアクセスしてください。≫

注 2）Ｔ（認定）について	
教授会で認められた場合は、60 単位を超えない範囲で本学での単位として認定
します。(P15 参照 )
1）入学前および入学後における他の大学、短期大学で修得した単位。	
2）短期大学・高等専門学校における学修や、その他文部科学大臣が別に定める

学修。	

成績評価

成績発表

「履修登録確認表」で登録が確認された科目以外は、単位を修得することができませ
ん。							     
ポータルシステムのお知らせに『成績発表についてのお知らせ』が配信されますので
確認してください。（Ｐ 8 参照）						    
	
証明書自動発行機パピルスメイトで年間 2 通まで成績表を発行することができます。	
						    

≪ポータルシステム P9 ③教務システム（履修・シラバス）にアクセスし、
成績表で確認してください。≫	

通年科目の中間試験・前期集中講義については、前期成績発表はありません。
成績発表（交付）日程は当該年度の学年暦を参照してください。	
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成績問合せ 発表された成績について調査を依頼する（納得できない）場合には、教務課で所定の
様式により手続きをしてください。
成績発表開始日から所定期間（約 1 週間）以内であれば問合せすることができます。
ただし、卒業予定者については、成績発表開始日より所定期間（約 3 日間）まで問合
せに応じます。（詳細日程はポータルシステムよりお知らせします。）
なお、問合せの根拠（納得できない）理由は、シラバスの「成績評価基準・方法」欄
および「成績評価Ｄに該当する＊の基準」欄を参考にして客観的な事実のみを拠りど
ころとして記述してください。私情を交えた嘆願的文書は受付けません。
電話・メールによる受付はできません。

ＧＰＡ値
算出方法

Ｓ（秀）＝４、　Ａ（優）＝３、　Ｂ（良）＝２、　Ｃ（可）＝１

GPA
（４×Ｓの修得単位数）＋（３×Ａの修得単位数）＋（２×Ｂの修得単位数）＋（１×Ｃの修得単位数）

履修申請した総単位数
=

平均点
算出方法

S=９７、　A＝８５、　B=７５、　C=６３

平均点
（Ｓの数×９７）＋（Ａの数 × ８ ５ ）＋（Ｂの数×７５）＋（Ｃの数×６３）

Ｓの数＋Ａの数＋Ｂの数＋Ｃの数
=
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成績表の見方
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評価欄：
左寄り：前年度までに単位修得済の科目の評価
右寄り：今年度に履修した科目の評価

単位欄：
科目の属性と単位数

［科目の属性］
必修 … 必修科目
選必 … 選択必修科目
選択 … 選択科目
コ必 … コース指定必修科目
指必 … 指定選択必修科目

科目名欄 ：
前年度までに単位修得済の科目
および
今年度履修した科目

卒業要件の算入対象
ではない科目
（教職免許用科目）の
集計欄

表Ⓐ

表Ⓑ
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成績表の見方

表 A について

1 卒業要件単位数 卒業に必要な単位数

2 修得卒業
　 要件単位数

修得している全ての単位のうち卒業要件としてカウントされた単位数

修得卒業要件単位数の要件を充足しているかを判断します。科目区分毎の要件を超えて
表示されることはありません。

3 修得総単位数 修得している全ての単位数　( 卒業要件としてカウントされていない単位数を含む )

4 科目区分、
卒業要件単位数欄

学部学科が定めた要件区分名を示します。

表 B について

5 履修年次/セメ ２年次 / ３セメ ３年次 / ５セメ ４年次 / ７セメ 卒業 卒１ ４留 / ８セメ ９月卒

２年次に進級 ３年次に進級 ４年次に進級 卒業見込 卒業確定 卒業延期 9 月
卒業確定

6 卒見証発行
(３年次/６セメ以上)

有 無 卒業見込証明とは、当該年度に卒業が可能で有ることを証明するもので、就職活動等に
必要です。

【発行条件】
①既に卒業要件単位数を充足していること。
②卒業要件単位を充足できる履修申請が完了していること。
③３年（編入生は１年）以上在学していること。

卒業見込証明書
発行　可

卒業見込証明書
発行　不可

7 卒研資格
(３年次/６セメ以上)

有 無 既有 済
※各学科により資格が異なりますので、チャプター

（Chapter）２でご確認ください。
卒業研究履修

可
卒業研究履修

不可

卒業研究履修
可

( 前年度より )

卒業研究
単位修得済み

8 履修制限 経営学科
S1 来年度「研究ゼミナール２」を履修する事ができません。

S2 来年度「卒業論文ゼミナール」を履修する事ができません。

商学科
S1 「専門演習 B」を履修する事ができません。

S2 来年度「卒業研究」を履修する事ができません。

経済学部

S2 来年度「演習２」を履修する事ができません。

Z
2 年次前期終了時までに修得した卒業要件単位が 20 単位未満の場合は、学科配属が
決定されません。
( 従って、３年次からの「演習１」が履修できません。)

	

1

4

2 3

5

8

6 7 5
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学部変更、

転科について

本学の学生が、現在の学部・学科から他学部・他学科へ移籍することです。
募集の詳細は、1 月初旬に教務課で配布予定の「転科・学部変更試験要項」で確認し
てください。( 検定料：15,000 円 )
詳細については、教務課にお問い合わせください。

学籍異動 学籍異動と授業料納付期限は密接に関係しています。内容をよく確認してください。

休　　学　 病気その他の理由で休学しようとするときは、「休学願」( 教務課設置もしくは大阪産業
大学ＨＰよりトップ＞キャンパスライフ＞教務課＞各種届出用紙にてダウンロード ) を教務
課に提出し、学長の許可を受けなければなりません。病気、ケガによる休学の場合は、
医師の診断書が必要です。
授業料納入期限内に休学の願い出を行った場合は、休学期間中の授業料は徴収しません。
授業料納入期限を過ぎてから休学を願い出る場合は、その学期の授業料を全額納入しな
ければなりません。
なお、一度に願い出ができる休学期間は、前期 (4 月 1 日から 9 月 20 日 )、後期 (9 月
21 日から 3 月 31 日 ) もしくは通年 (4 月 1 日から 3 月 31 日 ) となっています。引き
続き休学を願い出る場合は、あらためて休学願を提出し、許可を得なければなりません。
なお、休学期間は通算して３年を超えることはできません。

通年休学（１年間） 前期休学 後期休学

休 学 願
提出期限※

4 月 20 日 4 月 20 日 10 月 15 日

休 学 期 間
4 月１日～

　3 月 31 日
4 月１日～

　9 月 20 日
9 月 21 日～
　3 月 31 日

※休学願の提出期限は、授業料等の納入期限と同日です。ただし、納入最終日が銀行
の休業日にあたる場合は、その翌営業日を納入期限としますので、休学願の提出期
限も同様となります。

　なお、学科によっては半期の休学でも卒業は１年遅れる場合もあります。
　詳しくは教務課にご相談ください。

提出する書類 休学願

書類記載の際、印鑑が必要です。

継続して休学する時・・・・・・	 休学願
※継続する場合は単年度ごとに手続きが必要です。
　手続きがない場合は継続されません。

復　　学 休学期間を満了すると、翌学期から自動的に復学となりますので、履修申請等、所定
の期間内に行うようにしてください。
なお、休学期間中に復学する場合には、「復学願」( 教務課設置もしくは大阪産業大学
ＨＰよりトップ＞キャンパスライフ＞教務課＞各種届出用紙にてダウンロード ) を教
務課に提出し、当該学期の授業料 ( 等 ) を全額納入しなければなりません。病気、ケガ
のため休学したときは、修学に差し支えない旨の医師の診断書が必要です。

提出する書類 復学願

書類記載の際、印鑑が必要です。
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退　　学 病気その他の理由で退学しようとするときは、「退学願」( 教務課設置もしくは大阪産
業大学ＨＰよりトップ＞キャンパスライフ＞教務課＞各種届出用紙にてダウンロード )
と学生証 ( 返還のため ) を教務課に提出し、学長の許可を受けなければなりません。

前　　期 後　　期

退学願　提出期限 4 月 20 日 10 月 15 日

※退学願の提出期限は、授業料等の納入期限と同日です。ただし、納入最終日が銀行
の休業日にあたる場合は、その翌営業日を納入期限としますので、退学願の提出期
限も同様となります。

　提出期限を過ぎると除籍となります。詳しくは教務課にご相談ください。

提出する書類 退学願

書類記載の際、印鑑、学生証が必要です。

除　　籍 学生が、次の各号のいずれかに該当するときは、除籍となります。
（1）授業料（等）について、納入期限を超えても納めないとき
（2）長期に渡って欠席し、または病気その他の理由で成業の見込みのないと認めたと

き
（3）学部の同一学科において、休学期間を除き、在学期間が修業年限（学部は 4 年）

の 2 倍を超えたとき
　 　※ 経済学部においては、学科配属前の期間を含みます。

（4）死亡したとき

再 入 学 除籍または退学した学生が再入学を希望するときは、再入学試験に合格し、合格手続
期間内に再入学金ならびに再入学する学期の授業料(等)を納入しなければなりません。
再入学時の授業料 ( 等 ) については、延納申請ができませんのでご注意ください。
なお、再入学試験の受験資格は、出願時に退学後 3 年を超えない者、除籍取消期間満
了後 3 年を超えない者となっています。
※特別な理由がある者については、３年を超えても再入学の願出を認めることがあり

ます。また、再入学の試験その他に関しては、教務課にご相談ください。
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授業料（等）の

納付について

授業料、教育環境充実費（以下「授業料（等）」という。）は前期と後期に分け、それ
ぞれ年額の２分の１を納入していただきます。
ただし、１年分をその年の最初の納入期限までに一括して納入することができます。
一旦納入された学費は、返還いたしません。

前　　期 後　　期

授業料（等） 【納入期限】 4 月 20 日 10 月 15 日

（注）納入最終日が銀行の休業日にあたる場合は、その翌営業日を納入期限とします。
※休学願・退学願の手続き期限も同様です。

納入期限

 

納入期限の翌日から1ヵ月以内に限り、下記のいずれかの手続きにより
除籍を取り消すことができます。 
ただし、いずれの手続きにも除籍取消料5,000円が加算されます。 
 
･授業料(等)を納める場合 
 授業料(等)を納入するとともに｢除籍取消願｣を提出 
 
･授業料(等)の納入猶予を願い出る場合 
 ｢除籍取消願｣ 
 ｢授業料(等)納入猶予願｣          を提出  
 ｢授業料(等)納入および除籍猶予願｣ 

 

前期： 6 月 2 0 日

後期：12 月 15 日

納入猶予期限

前期は6月20日、後期は12月 15日を 
過ぎて納入する場合は、納入および除籍
猶予手数料2,000円が加算されます。 

除籍取消期限

前期： 5 月 2 0 日

後期：11 月 15 日

の提出 

除 籍 
未納者､未手続者の

除籍確定 

                 「授業料(等)延納願｣ 
                 「授業料(等)納入および除籍猶予願｣ 
納入期限までに延納申請 を行った場合 

           授業料(等)を納めなかった 
延納申請を行わなかった 

納入期限までに 場合

納入期限  

前期： 4 月 2 0 日  

後期：10月15日  

延納期限  

前期：7 月 20 日

後期：1 月 15 日

納入および除籍猶予期限  

前期は6月20日、後期は12月 15日を 
過ぎて納入する場合は、納入および除籍
猶予手数料2,000円が加算されます。 

前期： 6 月 2 0 日

後期：12 月 15 日

納入期限

前期： 4 月 20 日 

後期：10 月 15 日 

前期：7 月 20 日

後期：1 月 15 日

納入および除籍猶予期限
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振込依頼書 ◎納入方法	
　本学所定の授業料等振込依頼書による銀行振込とします。
	
◎金額
　納入方法・金額については、授業料等振込依頼書に記載しています。	
※金額については、大阪産業大学学則、別表第３に記載
　（在学年数が４年を超える学生および２年を超える編入生についても記載）

　大学ホームページ⇒在学生の皆様へ⇒関連リンク「教務課」⇒ Web 版冊子・配付物

◎送付時期	
　前期３月下旬・後期９月上旬に保護者宅へ送付します。		
※送付されない場合、紛失した場合は１階経理課（本館）へお問い合わせください。
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【全員履修科目に関する注意事項】
①全員履修科目は選択科目ですので不合格になっても卒業はできますが、全員に受講してもらいたい

重要な科目ですのでしっかりと講義を受けてください。

②コンピュータ・リテラシと表現力基礎演習は1年次にしか受講することができません。特にコンピュー

タ・リテラシは一般的なPCの操作法だけでなく、本学のPC演習室を利用する際の注意事項や、本学

が提供する様々なサービスの利用法なども学びます。2年次以降はコンピュータ・リテラシの内容を学

んだことを前提にコンピュータを利用しますので必ず受講してください。

履修申請

　大学ではあらかじめ決められた時間割表のとおり授業を受けるのではなく、全科目の時間割表に載って

いる科目の中から自分が受けたい科目を選び、自分の作った時間割表にもとづき授業を受けます。

　ここからは、実際にどのような感じで履修申請をしていけばよいかの目安を簡単に説明します。（あくまで

も目安ですので、必ずこの通りに申請しないといけないわけではありません）。

（1）経営学コース1年次における履修申請について

■あらかじめ履修申請されている科目の確認
・必修科目と全員履修科目は、あらかじめ履修申請が行われています。

・1年次の必修科目は、経営学基礎（2単位）、会計学基礎（2単位）の2科目4単位です。

・1年次の全員履修科目は、専門教育科目の入門ゼミナール（2単位）、初級簿記（4単位）と総合教育科目の

コンピュータ・リテラシ（2単位）、表現力基礎演習（2単位）の4科目10単位です。

・したがって、1年間の履修制限48単位のうち上記14単位分は申請済みとなりますので、残り34単位分の

科目を選択し履修申請をします。

・留学生は日本語や日本文化に関連する科目が必修です。1年次には日本語科目4科目4単位、日本文化科

目4科目8単位が用意されています。したがって1年次には残り22単位分を選択し履修申請しましょう。

■総合教育科目の履修申請
・1年次は総合教育科目を多く申請するようにしましょう。

・卒業までに言語文化科目を8単位以上修得しなければなりません。1年次のうちに4単位以上修得するよう

にしましょう。

・総合教育科目は卒業までに24単位以上修得しなければなりません。語学の選択必修8単位以外に、あと

16単位以上修得することが必要です。

・1年次では、コンピュータ・リテラシと表現力基礎演習の4単位分は申請済みですので、それ以外の科目で

あと8単位以上申請しておけばよいでしょう。
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・必修科目と全員履修科目は、あらかじめ履修申請が行われています。

・1年次の必修科目は、経営学基礎（2単位）、会計学基礎（2単位）の2科目4単位です。

・1年次の全員履修科目は、専門教育科目の入門ゼミナール（2単位）、初級簿記（4単位）と総合教育科目の

コンピュータ・リテラシ（2単位）、表現力基礎演習（2単位）の4科目10単位です。

・したがって、1年間の履修制限48単位のうち上記14単位分は申請済みとなりますので、残り34単位分の

科目を選択し履修申請をします。

・留学生は日本語や日本文化に関連する科目が必修です。1年次には日本語科目4科目4単位、日本文化科

目4科目8単位が用意されています。したがって1年次には残り22単位分を選択し履修申請しましょう。

■総合教育科目の履修申請
・1年次は総合教育科目を多く申請するようにしましょう。

・卒業までに言語文化科目を8単位以上修得しなければなりません。1年次のうちに4単位以上修得するよう
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あと8単位以上申請しておけばよいでしょう。
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（2）経営学コース2年次以降の履修申請について

・2年次からは専門教育科目の多くが履修できるようになります。
・研究ゼミナール2（3年次・4単位）、卒業論文ゼミナール（4年次・4単位）は、2年次の研究ゼミナール1に
合格しておかないと履修することができません。
・研究ゼミナール1、2、卒業論文ゼミナールは、1年間の履修制限48単位には含まれます。

■あらかじめ履修申請されている科目の確認
・2年次以降は、あらかじめ履修申請が済んでいる科目はありません。（留学生向け科目を除く）

■総合教育科目の履修
　総合教育科目ですが、2年次には、1年次の履修では卒業要件をみたせなかった科目をクリアするように
しましょう。できるだけ2年次で総合教育科目の24単位（言語文化科目8単位と教養教育科目を合わせて）
を修得しておきましょう。
　3年次以降は、専門科目の単位修得状況を見ながら、レベルの高い外国語科目や興味のある科目を履修
するとよいでしょう。

■専門教育科目の履修
・経営関連科目において、選択必修として特定の科目のうちから4単位を修得しなければなりません。それ
以外の専門教育科目については、特に選択必修の制限はありません。
・興味のある分野から重点的に履修しても、多くの分野の科目を幅広く選択してもかまいません。しかし、卒
業するためには複数分野の科目の単位を修得しないと、卒業要件単位数をみたすことは不可能です。2年
次の段階では、興味のある分野をより確かなものにするためにも、多くの分野の科目を受講することをお
勧めします。
・キャリアスキル科目は、就職することの意義や就職活動の際に必要な知識、考え方、心構えなどを学び、将
来への就職意識を高めるための科目群です。科目の性質上、定員が設定されていますが、積極的に受講し
ましょう。
・万一1年次に単位を修得できなかった必修科目や選択必修科目がある場合、2年次で必ず単位を修得する
のがポイントです。

【言語文化科目の注意事項】
①基本的に1科目につき1単位ですので、8単位以上をクリアするには8科目以上合格しなければなり

ません。1年次のうちにある程度単位をとっておかないと、2年次、3年次になって専門教育科目を選

択するのが難しくなります。1年次では4単位以上を目標にしましょう。

②クラス登録制になっていますが、一度登録されたクラスは変更したり取り消したりできませんので慎

重に申請してください。

③その他の制限事項は、卒業要件単位数の項目数をよく読んでください。

■専門教育科目の履修申請
・次に専門教育科目ですが、1年次ではビジネススキル科目に注目します。

・ビジネススキル科目は資格取得を目標とする科目です。これらの科目を受講することで将来に向けて興味

のある分野が見えてくるでしょう。1年次では同一分野の科目より、いろいろな分野の科目にチャレンジする

ことをお勧めします。

・その他の専門科目の中から興味のありそうな科目を選びます（4～8単位程度）。Webシラバスを活用し、

科目の内容を確認した上で選択しましょう。

【1年次の履修申請のチェックポイント】
ここまでの説明で推奨する申請単位は、以下の38～46単位分になります。

①必修科目・全員履修科目＝14単位

②言語科目＝4単位

③その他の総合教育科目＝8～12単位

④その他の専門教育科目＝12～16単位

・必ず40単位以上、できれば48単位を申請するようにしましょう。

・Webシラバスを活用し、各科目がどういう内容なのかを調べて選択しましょう。

・入門ゼミナールの第1、2回目の授業のときに、みなさんの履修申請状況を担当の教員がチェックし

ます。各自の時間割表を印刷して出席してください。分からないことなどはその時に聞きましょう。

・本館1階の教務課にも相談するとよいでしょう。
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（2）経営学コース2年次以降の履修申請について

・2年次からは専門教育科目の多くが履修できるようになります。
・研究ゼミナール2（3年次・4単位）、卒業論文ゼミナール（4年次・4単位）は、2年次の研究ゼミナール1に
合格しておかないと履修することができません。
・研究ゼミナール1、2、卒業論文ゼミナールは、1年間の履修制限48単位には含まれます。

■あらかじめ履修申請されている科目の確認
・2年次以降は、あらかじめ履修申請が済んでいる科目はありません。（留学生向け科目を除く）

■総合教育科目の履修
　総合教育科目ですが、2年次には、1年次の履修では卒業要件をみたせなかった科目をクリアするように
しましょう。できるだけ2年次で総合教育科目の24単位（言語文化科目8単位と教養教育科目を合わせて）
を修得しておきましょう。
　3年次以降は、専門科目の単位修得状況を見ながら、レベルの高い外国語科目や興味のある科目を履修
するとよいでしょう。

■専門教育科目の履修
・経営関連科目において、選択必修として特定の科目のうちから4単位を修得しなければなりません。それ
以外の専門教育科目については、特に選択必修の制限はありません。
・興味のある分野から重点的に履修しても、多くの分野の科目を幅広く選択してもかまいません。しかし、卒
業するためには複数分野の科目の単位を修得しないと、卒業要件単位数をみたすことは不可能です。2年
次の段階では、興味のある分野をより確かなものにするためにも、多くの分野の科目を受講することをお
勧めします。
・キャリアスキル科目は、就職することの意義や就職活動の際に必要な知識、考え方、心構えなどを学び、将
来への就職意識を高めるための科目群です。科目の性質上、定員が設定されていますが、積極的に受講し
ましょう。
・万一1年次に単位を修得できなかった必修科目や選択必修科目がある場合、2年次で必ず単位を修得する
のがポイントです。

【言語文化科目の注意事項】
①基本的に1科目につき1単位ですので、8単位以上をクリアするには8科目以上合格しなければなり

ません。1年次のうちにある程度単位をとっておかないと、2年次、3年次になって専門教育科目を選

択するのが難しくなります。1年次では4単位以上を目標にしましょう。

②クラス登録制になっていますが、一度登録されたクラスは変更したり取り消したりできませんので慎

重に申請してください。

③その他の制限事項は、卒業要件単位数の項目数をよく読んでください。

■専門教育科目の履修申請
・次に専門教育科目ですが、1年次ではビジネススキル科目に注目します。

・ビジネススキル科目は資格取得を目標とする科目です。これらの科目を受講することで将来に向けて興味

のある分野が見えてくるでしょう。1年次では同一分野の科目より、いろいろな分野の科目にチャレンジする

ことをお勧めします。

・その他の専門科目の中から興味のありそうな科目を選びます（4～8単位程度）。Webシラバスを活用し、

科目の内容を確認した上で選択しましょう。

【1年次の履修申請のチェックポイント】
ここまでの説明で推奨する申請単位は、以下の38～46単位分になります。

①必修科目・全員履修科目＝14単位

②言語科目＝4単位

③その他の総合教育科目＝8～12単位

④その他の専門教育科目＝12～16単位

・必ず40単位以上、できれば48単位を申請するようにしましょう。

・Webシラバスを活用し、各科目がどういう内容なのかを調べて選択しましょう。

・入門ゼミナールの第1、2回目の授業のときに、みなさんの履修申請状況を担当の教員がチェックし

ます。各自の時間割表を印刷して出席してください。分からないことなどはその時に聞きましょう。

・本館1階の教務課にも相談するとよいでしょう。
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【1、2年次のクリア目標】
①必修科目4単位の修得。

②専門教育科目での選択必修科目4単位の修得。

③言語文化科目8単位を含む総合教育科目24単位の修得（留学生は、日本語科目および日本文化科目

16単位を含む24単位）。

④①～③条件をクリアした上で合計76単位以上を修得。

・3年次後期には就職活動の準備が活発となり、大学での勉強と就職活動の準備を両立させることが

大変になってきます。

・4年次になったときに卒業要件単位を修得できていないと、講義に出席するか就職活動に行くかを悩

むことになります。

・就職活動のために講義を休みがちで不合格になり、その単位が不足したために留年することもありえ

ます。

・そのような事態を避けるためにも、2年次までに修得できる単位はしっかり修得してください。必修や

選択必修など制限のある科目は4年次に残さないようにして、余裕を持って就職活動にのぞめるよう

にしましょう。

（3）ファッションビジネスコースの履修申請

・専門教育科目（経営関連科目、テーマ別教育科目、ファッションビジネスコース特設科目）の所定の科目を修

得すると、卒業時に２級衣料管理士（一般社団法人 日本衣料管理協会 認定）の資格を取得することができ

ます。詳細は、コース生向けのガイダンスの際に資料を配付します。

・各配当年次に必修科目が不合格になると、翌年度以降に再履修することとなります。

 しっかりと勉強し確実に単位を修得できるようにしましょう。

　ここまで、経営学コース1、2年次の場合を中心に説明してきましたが、1、2年の間に以下のポイントをク

リアすることを目標にがんばりましょう。

（4）その他、履修申請についての注意事項

①言語文化科目
　・TOEIC クラスの受講は、事前に実施した学力テストの基準に達した学生に限ります。

・第 1 希望にもれた場合は、同一曜日・時限の別のクラスに割当てられることがあります。
・新入生の英語については、プレイスメントテストの結果発表に従って履修申請してください。

②身体科学科目
・再履修者は、再クラスでの登録となります。
・リハビリコースクラスは、怪我などで運動に制限がある学生が対象となります。
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③自由科目
　他学部（自分の所属する学部以外）および他学科（自分の所属する学科以外）の専門教育科目、（人間環
境学部は展開科目）を、卒業までに30単位まで履修することができます。そのうち12単位までを、専門教
育科目の選択科目として、卒業要件単位に算入することができます。（これを「自由科目」と称します。）た
だし、履修の認められない科目がありますので、下表で確認してください。
　自由科目を履修したい人は、Webシラバスをよく読んで選択してください。
　自由科目は、Web履修申請面面で確認できる（表示されている）科目から選択してください。�

（注意）自由科目で卒業要件単位として認められるのは12単位までです。
　　　12単位を超えて修得した自由科目は卒業要件単位数に加算されません。

#自由科目

　他学部（自分の所属する学部以外）および他学科（自分の所属する学科以外）の専門教育科目、（人間環

境学部は展開科目）を、卒業までに30単位まで履修することができます。そのうち12単位までを、専門教

育科目の選択科目として、卒業要件単位に算入することができます。（これを「自由科目」と称します。）た

だし、履修の認められない科目がありますので、下表で確認してください。

　自由科目を履修したい人は、Webシラバスをよく読んで選択してください。

　自由科目は、Web履修申請面面で確認できる（表示されている）科目から選択してください。 

（注意）自由科目で卒業要件単位として認められるのは12単位までです。

　　　12単位を超えて修得した自由科目は卒業要件単位数に加算されません。

経営学科

他学部

―――

経済

デザイン工

工

商

経済、国際経済

情報システム、建築・環境デザイン

他学科 卒業要件に認
められる単位 自由科目として扱わない科目

人間環境
文化コミュニケーション、
生活環境、スポーツ健康

12単位

機械工、交通機械工、都市創造
工、電子情報通信工

製図、演習、実験、実習、卒業研究

※その他各学科の事情等により
除外する科目

【1、2年次のクリア目標】
①必修科目4単位の修得。

②専門教育科目での選択必修科目4単位の修得。

③言語文化科目8単位を含む総合教育科目24単位の修得（留学生は、日本語科目および日本文化科目

16単位を含む24単位）。

④①～③条件をクリアした上で合計76単位以上を修得。

・3年次後期には就職活動の準備が活発となり、大学での勉強と就職活動の準備を両立させることが

大変になってきます。

・4年次になったときに卒業要件単位を修得できていないと、講義に出席するか就職活動に行くかを悩

むことになります。

・就職活動のために講義を休みがちで不合格になり、その単位が不足したために留年することもありえ

ます。

・そのような事態を避けるためにも、2年次までに修得できる単位はしっかり修得してください。必修や

選択必修など制限のある科目は4年次に残さないようにして、余裕を持って就職活動にのぞめるよう

にしましょう。

（3）ファッションビジネスコースの履修申請

・専門教育科目（経営関連科目、テーマ別教育科目、ファッションビジネスコース特設科目）の所定の科目を修

得すると、卒業時に２級衣料管理士（一般社団法人 日本衣料管理協会 認定）の資格を取得することができ

ます。詳細は、コース生向けのガイダンスの際に資料を配付します。

・各配当年次に必修科目が不合格になると、翌年度以降に再履修することとなります。

 しっかりと勉強し確実に単位を修得できるようにしましょう。

　ここまで、経営学コース1、2年次の場合を中心に説明してきましたが、1、2年の間に以下のポイントをク

リアすることを目標にがんばりましょう。
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履修制限
経営学科には以下の制限がありますので、注意してください。

※詳しい科目については教職課程履修ガイドブックを参照してください。
※総合教育科目の「人権教育」、「生涯学習論」（教職課程では「教職に関する科目」）は、1年間に履修できる
単位数、48単位を超えて履修申請することができます。

成績表に表示される履修制限メッセージ

S1

S2

来年度「研究ゼミナール2」を履修することができません

来年度「卒業論文ゼミナール」を履修することができません

16B学生に適用

1年間に履修
できる単位数

学年による科目の制限

その他 既に単位認定を受けた科目を、再度履修することはできません。

最大48単位
ただし、以下の科目は除きます。
教員免許取得に係わる科目のうち、「教科に関する科目」の「職業指導」なら
びに「教職に関する科目」および「教科又は教職に関する科目」※

1年次：1年次配当科目を履修することができます。
2年次：1、2年次配当科目を履修することができます。
3年次：1～3年次配当科目を履修することができます。
4年次：すべての開講科目を履修することができます。

総
合
教
育
科
目

専
門
教
育
科
目

教養教育科目

言語文化科目

コース特設科目

ゼミナール科目

■「コンピュータ・リテラシ」および「表現力基礎演習」は全員履修科目の
ため、初年度に必ず履修してください。ただし、留学生は「表現力基礎
演習」を履修しなくてもかまいません。
■留学生は、「日本事情1・2」、「日本の社会と文化1・2」を必修科目とし
ます。

■コースの特設科目群については、それぞれに対応したコースでしか履
修することができません。（一部例外があります。）

■初修外国語（独・仏・中・朝）を履修する場合は、最初に必ず「入門（基
礎）1・2」を履修してください。（中上級科目との同時履修可）
■英語については、プレイスメントテストの結果により、初年度のみ習熟
度別クラスに登録されます。履修を希望しない学生は、プレイスメント
テストを受けてはいけません。留学生に英語プレイスメントテストは実
施しません。
■留学生は、「日本語読解1・2」「日本語作文1・2」、「上級日本語読解1・
2」、「上級日本語作文1・2」の8単位を必修とし、母語を履修すること
はできません。

■「卒業論文ゼミナール」を履修するためには「研究ゼミナール2」を、
「研究ゼミナール2」を履修するためには「研究ゼミナール１」を修得し
ておかなければなりません。
■「研究ゼミナール1」、「研究ゼミナール2」および「卒業論文ゼミナー
ル」は、原則として同一教員で履修しなければなりません。

･コース選択時期は、毎学年の2月末までに申請し、履修コースの変更は、3年次の2月末までとする。なお、
履修コースの変更は、ファッションビジネスコースから経営学コースへの変更に限り認めるものとする。

卒業要件単位数（外国人留学生も共通）
卒業するためには、以下の2つの条件を満たさなければなりません。

①4年間（編入生は2年間）以上在学

休学期間は在学年数に含まれません。したがって、半期でも休学すると4年（編入生は2年）で卒業する

ことができません。

②学科で定められた卒業要件単位124単位以上（編入生は別途定める）を修得

カリキュラム上、区分ごとに卒業に必要な単位数が異なります。履修の仕方によっては単位を修得して

も卒業要件単位に入らない場合がありますので、注意してください。

　（1）卒業要件単位数

総合教育
科　　目

教養教育科目

リ テ ラ シ
人 文 科 学
社 会 科 学
自 然 科 学
学 際 領 域
日 本 文 化 24単位

以上 124
単位

学
士（
経
営
学
）

84単位
以上

人 間 教 育
英 　 　 語
初修外国語
日  本  語 8単位（留学生のみ）

8単位以上

8単位（留学生のみ）

言語文化科目

経営学コース

4年以上在学

必修4単位、選択必修4単位、選択76単位以上（自由科目12単位を含む）
必修14単位、選択70単位以上（自由科目12単位を含む）ファッションビジネスコース

身 体 科 学 科 目

専門教育
科　　目

※総合教育科目の単位について、40単位までが卒業要件単位に含まれます｡超える分は卒業要件単位
には含まれません｡
※自由科目の単位について､12単位までが卒業要件単位に含まれます｡超える分は卒業要件単位には含
まれません。
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履修制限
経営学科には以下の制限がありますので、注意してください。

※詳しい科目については教職課程履修ガイドブックを参照してください。
※総合教育科目の「人権教育」、「生涯学習論」（教職課程では「教職に関する科目」）は、1年間に履修できる
単位数、48単位を超えて履修申請することができます。

成績表に表示される履修制限メッセージ

S1

S2

来年度「研究ゼミナール2」を履修することができません

来年度「卒業論文ゼミナール」を履修することができません

16B学生に適用

1年間に履修
できる単位数

学年による科目の制限

その他 既に単位認定を受けた科目を、再度履修することはできません。

最大48単位
ただし、以下の科目は除きます。
教員免許取得に係わる科目のうち、「教科に関する科目」の「職業指導」なら
びに「教職に関する科目」および「教科又は教職に関する科目」※

1年次：1年次配当科目を履修することができます。
2年次：1、2年次配当科目を履修することができます。
3年次：1～3年次配当科目を履修することができます。
4年次：すべての開講科目を履修することができます。

総
合
教
育
科
目

専
門
教
育
科
目

教養教育科目

言語文化科目

コース特設科目

ゼミナール科目

■「コンピュータ・リテラシ」および「表現力基礎演習」は全員履修科目の
ため、初年度に必ず履修してください。ただし、留学生は「表現力基礎
演習」を履修しなくてもかまいません。
■留学生は、「日本事情1・2」、「日本の社会と文化1・2」を必修科目とし
ます。

■コースの特設科目群については、それぞれに対応したコースでしか履
修することができません。（一部例外があります。）

■初修外国語（独・仏・中・朝）を履修する場合は、最初に必ず「入門（基
礎）1・2」を履修してください。（中上級科目との同時履修可）
■英語については、プレイスメントテストの結果により、初年度のみ習熟
度別クラスに登録されます。履修を希望しない学生は、プレイスメント
テストを受けてはいけません。留学生に英語プレイスメントテストは実
施しません。
■留学生は、「日本語読解1・2」「日本語作文1・2」、「上級日本語読解1・
2」、「上級日本語作文1・2」の8単位を必修とし、母語を履修すること
はできません。

■「卒業論文ゼミナール」を履修するためには「研究ゼミナール2」を、
「研究ゼミナール2」を履修するためには「研究ゼミナール１」を修得し
ておかなければなりません。
■「研究ゼミナール1」、「研究ゼミナール2」および「卒業論文ゼミナー
ル」は、原則として同一教員で履修しなければなりません。

･コース選択時期は、毎学年の2月末までに申請し、履修コースの変更は、3年次の2月末までとする。なお、
履修コースの変更は、ファッションビジネスコースから経営学コースへの変更に限り認めるものとする。

卒業要件単位数（外国人留学生も共通）
卒業するためには、以下の2つの条件を満たさなければなりません。

①4年間（編入生は2年間）以上在学

休学期間は在学年数に含まれません。したがって、半期でも休学すると4年（編入生は2年）で卒業する

ことができません。

②学科で定められた卒業要件単位124単位以上（編入生は別途定める）を修得

カリキュラム上、区分ごとに卒業に必要な単位数が異なります。履修の仕方によっては単位を修得して

も卒業要件単位に入らない場合がありますので、注意してください。

　（1）卒業要件単位数

総合教育
科　　目

教養教育科目

リ テ ラ シ
人 文 科 学
社 会 科 学
自 然 科 学
学 際 領 域
日 本 文 化 24単位

以上 124
単位

学
士（
経
営
学
）

84単位
以上

人 間 教 育
英 　 　 語
初修外国語
日  本  語 8単位（留学生のみ）

8単位以上

8単位（留学生のみ）

言語文化科目

経営学コース

4年以上在学

必修4単位、選択必修4単位、選択76単位以上（自由科目12単位を含む）
必修14単位、選択70単位以上（自由科目12単位を含む）ファッションビジネスコース

身 体 科 学 科 目

専門教育
科　　目

※総合教育科目の単位について、40単位までが卒業要件単位に含まれます｡超える分は卒業要件単位
には含まれません｡
※自由科目の単位について､12単位までが卒業要件単位に含まれます｡超える分は卒業要件単位には含
まれません。
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（3）卒業要件単位の修得要件

【総合教育科目】 24単位以上
①必修科目（卒業するまでに必ず修得します。カリキュラム表の単位数に○印のついた科目です。）
留学生以外の学生に必修科目はありません。留学生は、教養教育科目分野の日本文化科目群「日本事情

1」、「日本事情2」、「日本の社会と文化1」、「日本の社会と文化2」4科目8単位、言語文化科目分野の日本

語科目群「日本語読解1」、「日本語読解2」、「日本語作文1」、「日本語作文2」、「上級日本語読解1」、「上級

日本語読解2」、「上級日本語作文1」、「上級日本語作文2」8科目8単位を必ず修得してください。

②選択必修科目（特定の科目群から指定された単位を修得します。）
言語文化科目分野から、8単位を修得します。複数の言語も卒業要件単位に入りますが、初修外国語は最

初に必ず「入門（基礎）1および2」を履修しなければなりません。留学生は、履修しなくてもかまいません。

③選択科目（必修、選択必修科目以外の中から自由に選んで修得します。）
①②以外に、16単位以上（留学生は8単位以上）を修得してください。制限により履修できない科目も

あります。

【専門教育科目】 84単位以上
̶経営学コース̶
①必修科目（卒業するまでに必ず修得します。カリキュラム表の履修コース欄に○印のついた科目です。）
専門基礎科目群から「経営学基礎」、「会計学基礎」の2科目4単位を必ず修得してください。

②選択必修科目（特定の科目群から指定された単位を修得します。）
経営関連科目群6科目から4単位を修得してください。4単位を超えて修得した単位は、選択科目の単位

に入ります。

③選択科目（必修、選択必修科目以外の中から自由に選んで修得します。）
①②以外に、76単位以上を修得してください。

̶ファッションビジネスコース̶
①必修科目（卒業するまでに必ず修得します。カリキュラム表の履修コース欄に○印のついた科目です。）
専門基礎科目群から「経営学基礎」、「会計学基礎」の2科目4単位を、テーマ別教育科目群から「ファッ

ションビジネス論」1科目2単位を、ファッションビジネスコース特設科目群から「ファッションビジネス入

門」、「被服材料学」、「被服整理学」、「アパレル企画論」の4科目8単位、計14単位を必ず修得してくださ

い。

②選択科目（必修科目以外の中から自由に選んで修得します。）
①以外に、70単位以上を修得してください。

※総合教育科目（24単位以上）、専門教育科目（84単位以上）の最低要件単位は合計108単位です。

卒業要件124単位に不足する16単位については、各区分の最低要件単位数を超えた単位で補って

ください。

　（2）進級の条件
修得単位数にかかわらず、4年次まで進級できますが、年間48単位（教職科目等を除く。）を上限とする

履修制限がありますので、計画的に修学してください。

なお、進級するためには、1年を通じて在学していなければなりません。

̶進級および卒業までの流れ̶

3年次修了時に卒業要件76単位以上修得していれば、次
年度卒業予定者となりますが、修得卒業要件75単位以下
の場合は、76単位以上修得するまで次年度卒業予定者に
なれません。

4年次修了時に卒業要件124単位を修得できない場合は、
次年度以降卒業要件124単位を満たすまで卒業できません。

※卒業延期者においては、前期（半期）科目で卒業要件単位を
修得した場合に限り、9月期卒業が可能となります。

1年次 2年次 3年次

卒業要件単位
76単位以上修得

4年次
（卒業予定者）

卒業要件単位
124単位修得

卒　業
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（3）卒業要件単位の修得要件

【総合教育科目】 24単位以上
①必修科目（卒業するまでに必ず修得します。カリキュラム表の単位数に○印のついた科目です。）
留学生以外の学生に必修科目はありません。留学生は、教養教育科目分野の日本文化科目群「日本事情

1」、「日本事情2」、「日本の社会と文化1」、「日本の社会と文化2」4科目8単位、言語文化科目分野の日本

語科目群「日本語読解1」、「日本語読解2」、「日本語作文1」、「日本語作文2」、「上級日本語読解1」、「上級

日本語読解2」、「上級日本語作文1」、「上級日本語作文2」8科目8単位を必ず修得してください。

②選択必修科目（特定の科目群から指定された単位を修得します。）
言語文化科目分野から、8単位を修得します。複数の言語も卒業要件単位に入りますが、初修外国語は最

初に必ず「入門（基礎）1および2」を履修しなければなりません。留学生は、履修しなくてもかまいません。

③選択科目（必修、選択必修科目以外の中から自由に選んで修得します。）
①②以外に、16単位以上（留学生は8単位以上）を修得してください。制限により履修できない科目も

あります。

【専門教育科目】 84単位以上
̶経営学コース̶
①必修科目（卒業するまでに必ず修得します。カリキュラム表の履修コース欄に○印のついた科目です。）
専門基礎科目群から「経営学基礎」、「会計学基礎」の2科目4単位を必ず修得してください。

②選択必修科目（特定の科目群から指定された単位を修得します。）
経営関連科目群6科目から4単位を修得してください。4単位を超えて修得した単位は、選択科目の単位

に入ります。

③選択科目（必修、選択必修科目以外の中から自由に選んで修得します。）
①②以外に、76単位以上を修得してください。

̶ファッションビジネスコース̶
①必修科目（卒業するまでに必ず修得します。カリキュラム表の履修コース欄に○印のついた科目です。）
専門基礎科目群から「経営学基礎」、「会計学基礎」の2科目4単位を、テーマ別教育科目群から「ファッ

ションビジネス論」1科目2単位を、ファッションビジネスコース特設科目群から「ファッションビジネス入

門」、「被服材料学」、「被服整理学」、「アパレル企画論」の4科目8単位、計14単位を必ず修得してくださ

い。

②選択科目（必修科目以外の中から自由に選んで修得します。）
①以外に、70単位以上を修得してください。

※総合教育科目（24単位以上）、専門教育科目（84単位以上）の最低要件単位は合計108単位です。

卒業要件124単位に不足する16単位については、各区分の最低要件単位数を超えた単位で補って

ください。

　（2）進級の条件
修得単位数にかかわらず、4年次まで進級できますが、年間48単位（教職科目等を除く。）を上限とする

履修制限がありますので、計画的に修学してください。

なお、進級するためには、1年を通じて在学していなければなりません。

̶進級および卒業までの流れ̶

3年次修了時に卒業要件76単位以上修得していれば、次
年度卒業予定者となりますが、修得卒業要件75単位以下
の場合は、76単位以上修得するまで次年度卒業予定者に
なれません。

4年次修了時に卒業要件124単位を修得できない場合は、
次年度以降卒業要件124単位を満たすまで卒業できません。

※卒業延期者においては、前期（半期）科目で卒業要件単位を
修得した場合に限り、9月期卒業が可能となります。

1年次 2年次 3年次

卒業要件単位
76単位以上修得

4年次
（卒業予定者）

卒業要件単位
124単位修得

卒　業
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ゼミナール、テーマ別研究、単位認定科目

　（1）ゼミナール科目
・経営学科では、ゼミナールという科目（選択科目）を設けています。

・ゼミナールは、各自が関心や興味を持ち、より深く研究したいと思う専門分野について、指導教員やゼミ

仲間とともに研究する科目です。

・少人数で構成されるため、講義科目に比べて発展的な研究を行ったり、親密な人間関係が形成できたり

します。

・また、ゼミナールを通じた勉強や卒業論文の作成は、大学生活において特色のある取り組みを行ってい

るとして、就職活動や進学の場面で役立つことがあります。

・ゼミナールの所属決定は、各自の志望理由や成績等を考慮した上で、担当教員が行います（募集につい

ては掲示等で案内します）。

・ゼミナールを志望する学生は、所定の方法・期限を守り申込みを行ってください。

※1：全員履修科目は、配当年次に履修してください。

※2：「研究ゼミナール1・2」および「卒業論文ゼミナール」は、原則として同一教員で行います。

　（2）テーマ別研究科目
・経営学特殊講義A～D、会計学特殊講義A～Dの8科目については、不定期に様々なテーマで講義が行わ

れます。

・注意しなくてはいけないのは、ある年度に経営学特殊講義Aに合格し単位を修得している場合、他の年度

に違うテーマで開講された場合であっても、経営学特殊講義Aを履修することはできません。

・修得した単位は、選択科目の単位数として計算されます。

・カリキュラム表の配当年次は、すべて1年前期になっていますが、内容によっては履修できる年次に制限

を付ける場合があります。

・Webシラバス上では、科目名は次のように表示されます。

  例：経営学特殊講義Aの場合・・・経営学特殊講義A（実際に行われるテーマ名）

  履修するときはテーマ名や内容をシラバスでしっかり確認してください。

科目名 配当年次 備　　考

入門ゼミナール １年次 全員履修※１

研究ゼミナール１ 2年次

研究ゼミナール2 3年次 「研究ゼミナール1」を修得していなければ、履修することができません。※2

卒業論文ゼミナール 4年次

必／選

選　択

選　択

選　択

選　択 「研究ゼミナール2」を修得していなければ、履修することができません。※2
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　（3）単位認定科目
「インターンシップ」とは
　本科目は、経営学科の専門科目で、3年生を対象としています。インターンシップとは、皆さんが企業
等の現場で一定の期間、就業を体験することです。仕事や企業に対する見方を養うとともに、自らの適
性や適職を知ることで、インターンシップが将来のキャリア形成の一助となることを目的としています。
　経営学科が指定する「インターンシッププログラム」に参加し、所定の要件を充足すれば単位が認定
されます。履修申請を必要としない単位認定科目（卒業見込み判定の関係上、3年次のみに単位認定す
ることができる3年次配当科目）で、認定された単位は、選択科目の卒業要件単位に加算されます。

所定の要件：・インターンシップ先は、キャリアセンターが受け付ける受け入れ先企業を対象とします。
　　　　　 ・キャリアセンター主催のインターンシップ説明会への参加
　　　　　 ・原則5日以上のインターンシップの参加
　　　　　 ・キャリアセンター主催のインターンシップ報告会への参加
　　　　　 ・単位認定申請書の提出

「インターンシップ」に関する主なスケジュール：
（注意）下記に例年のスケジュールを掲載します。その年ごとにスケジュールは変更される場合がありま

すので必ず掲示板等で確認をしてください。

年　次
2年次

3年次

時　　期
3月末

3月下旬～
　　　4月初旬
8月～9月頃

10月頃
10月～11月頃
12月頃
3月頃

内　　　　　容
インターンシップ説明会（必ず参加する必要があります。）
※説明会の実施については、約1か月前にキャリアセンターによる掲示、
　ポータルまたはダイレクトメールにて告知します。
インターンシップ申込手続きおよび面接をキャリアセンターで行います。

インターンシップ研修先にて実習を行う。
原則として5日以上のインターンシップを単位認定の条件としています。
インターンシップ単位認定に関する掲示が行われます。
インターンシップ報告会に参加（この時に単位認定の書類が配布されます。）
単位認定に関する手続きを行う。（期限厳守）
合格の場合に単位が認定されます。

卒業見込証明書

  卒業見込証明書の発行条件は、以下のとおりです。［4月1日以降発行］

①3年次修了時において、既に卒業要件単位を76単位以上修得している。
②4年次に履修申請した単位の修得によって卒業要件単位124単位を充足できる。

※卒業見込証明書は、就職活動のために訪れる企業などに提出するものです。必要な人は、パピルスメ
イト証明書自動発行機（設置場所はP7を参照）を利用してください。

ゼミナール、テーマ別研究、単位認定科目

　（1）ゼミナール科目
・経営学科では、ゼミナールという科目（選択科目）を設けています。

・ゼミナールは、各自が関心や興味を持ち、より深く研究したいと思う専門分野について、指導教員やゼミ

仲間とともに研究する科目です。

・少人数で構成されるため、講義科目に比べて発展的な研究を行ったり、親密な人間関係が形成できたり

します。

・また、ゼミナールを通じた勉強や卒業論文の作成は、大学生活において特色のある取り組みを行ってい

るとして、就職活動や進学の場面で役立つことがあります。

・ゼミナールの所属決定は、各自の志望理由や成績等を考慮した上で、担当教員が行います（募集につい

ては掲示等で案内します）。

・ゼミナールを志望する学生は、所定の方法・期限を守り申込みを行ってください。

※1：全員履修科目は、配当年次に履修してください。

※2：「研究ゼミナール1・2」および「卒業論文ゼミナール」は、原則として同一教員で行います。

　（2）テーマ別研究科目
・経営学特殊講義A～D、会計学特殊講義A～Dの8科目については、不定期に様々なテーマで講義が行わ

れます。

・注意しなくてはいけないのは、ある年度に経営学特殊講義Aに合格し単位を修得している場合、他の年度

に違うテーマで開講された場合であっても、経営学特殊講義Aを履修することはできません。

・修得した単位は、選択科目の単位数として計算されます。

・カリキュラム表の配当年次は、すべて1年前期になっていますが、内容によっては履修できる年次に制限

を付ける場合があります。

・Webシラバス上では、科目名は次のように表示されます。

  例：経営学特殊講義Aの場合・・・経営学特殊講義A（実際に行われるテーマ名）

  履修するときはテーマ名や内容をシラバスでしっかり確認してください。

科目名 配当年次 備　　考

入門ゼミナール １年次 全員履修※１

研究ゼミナール１ 2年次

研究ゼミナール2 3年次 「研究ゼミナール1」を修得していなければ、履修することができません。※2

卒業論文ゼミナール 4年次

必／選

選　択

選　択

選　択

選　択 「研究ゼミナール2」を修得していなければ、履修することができません。※2
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（1）総合教育科目
（単位数を○でかこんだものは必修科目）

※週時間数欄の数字は、2＝週1コマ、4＝週2コマの授業があることを示します。1年次には1年次の、

2年次には1、2年次の、3年次には1、2、3年次の、4年次には1、2、3、4年次の欄に数字のある科

目を履修することができます。ただし、履修制限等により履修できない場合もあります。

1年次 2年次 3年次 4年次

コンピュータ・リテラシ

表 現 力 基 礎 演 習

文 学

哲 学

論 理 学

心 理 学

人 文 科 学 特 殊 講 義

日 本 国 憲 法

現 代 の 政 治

近 現 代 史

地 理 学

社 会 科 学 特 殊 講 義

宇 宙 科 学

環 境 科 学

生 命 科 学

文 系 の た め の 数 学

文系のための統計学

自 然 科 学 特 殊 講 義

平 和 学

時 事 問 題

道 徳 と 現 代 倫 理

科 学 技 術 史

学 際 領 域 特 殊 講 義

全員履修科目

全員履修科目

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

単　

位

24
以
上

科　　目 備　考

週　時　間　数

総　
　
　
　

合　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

教　
　
　
　

養　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

人
文
科
学

リ
テ
ラ
シ

社
会
科
学

自
然
科
学

学
際
領
域

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

カリキュラム資格取得

本学を卒業、または特定の科目を修得することによって得られる資格・免許（あるいは一部免除）を一覧

表にしましたので、履修コースの選択や履修科目の参考にしてください。また、他にも卒業後の実務経験

で得られる資格（要申請）、実務経験により受験資格が得られる資格、受験科目の一部が免除される資格

など多数あります。それら資格（免許）の職務内容や取得方法に関しては、教育支援センター（5号館1階）

で相談してください。

（1）教員免許状

（2）特定の科目を修得することにより取得できる資格

（3）本学実施の資格取得試験など

大阪商工会議所
ビジネス会計検定試験

2・3級
全学部 試験合格（年2回（9月と3月）、学内で実施します。

申込方法は、掲示板でお知らせします。）

免許（資格）の種類 対象学科

資格の種類

資格の種類 対象学部 取得の要件・その他

ガス溶接技能者 全学部 ガス溶接技能講習修了

日本商工会議所認定
簿記検定試験2・3・4級 全学部

試験合格（年3回実施されますが、
本学では6月と11月の年2回を学内で実施します。

申込方法は、掲示板でお知らせします。）

認定の内容 対象学部 取得の要件

社会保険労務士 受験資格 全学部 卒業要件に必要とする
62単位以上修得した者

取得の要件

高等学校教諭一種免許状（商業） 経営学科
それぞれの免許に定められた教職教科専門科目と
教職専門科目を修得した者（詳細は教職ガイダン
スで説明します）。
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（1）総合教育科目
（単位数を○でかこんだものは必修科目）

※週時間数欄の数字は、2＝週1コマ、4＝週2コマの授業があることを示します。1年次には1年次の、

2年次には1、2年次の、3年次には1、2、3年次の、4年次には1、2、3、4年次の欄に数字のある科

目を履修することができます。ただし、履修制限等により履修できない場合もあります。

1年次 2年次 3年次 4年次

コンピュータ・リテラシ

表 現 力 基 礎 演 習

文 学

哲 学

論 理 学

心 理 学

人 文 科 学 特 殊 講 義

日 本 国 憲 法

現 代 の 政 治

近 現 代 史

地 理 学

社 会 科 学 特 殊 講 義

宇 宙 科 学

環 境 科 学

生 命 科 学

文 系 の た め の 数 学

文系のための統計学

自 然 科 学 特 殊 講 義

平 和 学

時 事 問 題

道 徳 と 現 代 倫 理

科 学 技 術 史

学 際 領 域 特 殊 講 義

全員履修科目

全員履修科目

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 
期

前 
期

後 

期
前 

期
後 

期

単　

位

24
以
上

科　　目 備　考

週　時　間　数

総　
　
　
　

合　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

教　
　
　
　

養　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

人
文
科
学

リ
テ
ラ
シ

社
会
科
学

自
然
科
学

学
際
領
域

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

カリキュラム資格取得

本学を卒業、または特定の科目を修得することによって得られる資格・免許（あるいは一部免除）を一覧

表にしましたので、履修コースの選択や履修科目の参考にしてください。また、他にも卒業後の実務経験

で得られる資格（要申請）、実務経験により受験資格が得られる資格、受験科目の一部が免除される資格

など多数あります。それら資格（免許）の職務内容や取得方法に関しては、教育支援センター（5号館1階）

で相談してください。

（1）教員免許状

（2）特定の科目を修得することにより取得できる資格

（3）本学実施の資格取得試験など

大阪商工会議所
ビジネス会計検定試験

2・3級
全学部 試験合格（年2回（9月と3月）、学内で実施します。

申込方法は、掲示板でお知らせします。）

免許（資格）の種類 対象学科

資格の種類

資格の種類 対象学部 取得の要件・その他

ガス溶接技能者 全学部 ガス溶接技能講習修了

日本商工会議所認定
簿記検定試験2・3・4級 全学部

試験合格（年3回実施されますが、
本学では6月と11月の年2回を学内で実施します。

申込方法は、掲示板でお知らせします。）

認定の内容 対象学部 取得の要件

社会保険労務士 受験資格 全学部 卒業要件に必要とする
62単位以上修得した者

取得の要件

高等学校教諭一種免許状（商業） 経営学科
それぞれの免許に定められた教職教科専門科目と
教職専門科目を修得した者（詳細は教職ガイダン
スで説明します）。
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（単位数を○でかこんだものは必修科目）

1年次 2年次 3年次 4年次

フランス語入門（基礎）1

フランス語入門（基礎）2

フランス語入門（会話）1

フランス語入門（会話）2

フランス語 初 級 1

フランス語 初 級 2

フランス語 総 合 1

フランス語 総 合 2

フランス語海外研修

中国語入門（基礎）1

中国語入門（基礎）2

中国語入門（会話）1

中国語入門（会話）2

中 国 語 初 級 1

中 国 語 初 級 2

中 国 語 総 合 1

中 国 語 総 合 2

中 国 語 海 外 研 修

朝鮮語入門（基礎）1

朝鮮語入門（基礎）2

朝鮮語入門（会話）1

朝鮮語入門（会話）2

朝 鮮 語 初 級 1

朝 鮮 語 初 級 2

朝 鮮 語 総 合 1

朝 鮮 語 総 合 2

朝 鮮 語 海 外 研 修

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

（集中）

（集中）

（集中）

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

単　

位

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

科　　目 備　考

週　時　間　数

総　
　
　
　

合　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

言　
　
　
　

語　
　
　
　

文　
　
　
　

化　
　
　
　

科　
　
　
　

目

初

修

外

国

語

（
24
以
上
）

（
8
以
上
）（

24
以
上
）

8
以
上

1年次 2年次 3年次 4年次

日 本 事 情 1

日 本 事 情 2

日本の社会と文化1

日本の社会と文化2

生 涯 学 習 論

人 権 教 育

英語(Listening&Speaking)1

英語(Listening&Speaking)2

英語(Listening&Speaking)3

英語(Listening&Speaking)4

TOEIC上級(Listening)1

TOEIC上級(Listening)2

英語(Reading&Writing)1

英語(Reading&Writing)2

英語(Reading&Writing)3

英語(Reading&Writing)4

TOEIC上級(Reading)1

TOEIC上級(Reading)2

英 語 総 合（上級）1

英 語総合（上級）2

英 語 海 外 研 修

ドイツ語入門（基礎）1

ドイツ語入門（基礎）2

ドイツ語入門（会話）1

ドイツ語入門（会話）2

ド イ ツ 語 初 級 1

ド イ ツ 語 初 級 2

ド イ ツ 語 総 合 1

ド イ ツ 語 総 合 2

ドイツ 語 海 外 研 修

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

教職課程科目

教職課程科目

（集中）

（集中）

②

②

②

②

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

単　

位
科　　目 備　考

週　時　間　数

総　
　
　
　

合　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

言　
　
　

語　
　
　

文　
　
　

化　
　
　

科　
　
　

目

英　
　
　
　

語

日
本
文
化

人
間
教
育

教
養
教
育
科
目

初　

修　

外　

国　

語

卒
業
資
格

最
低
単
位
数
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（単位数を○でかこんだものは必修科目）

1年次 2年次 3年次 4年次

フランス語入門（基礎）1

フランス語入門（基礎）2

フランス語入門（会話）1

フランス語入門（会話）2

フランス語 初 級 1

フランス語 初 級 2

フランス語 総 合 1

フランス語 総 合 2

フランス語海外研修

中国語入門（基礎）1

中国語入門（基礎）2

中国語入門（会話）1

中国語入門（会話）2

中 国 語 初 級 1

中 国 語 初 級 2

中 国 語 総 合 1

中 国 語 総 合 2

中 国 語 海 外 研 修

朝鮮語入門（基礎）1

朝鮮語入門（基礎）2

朝鮮語入門（会話）1

朝鮮語入門（会話）2

朝 鮮 語 初 級 1

朝 鮮 語 初 級 2

朝 鮮 語 総 合 1

朝 鮮 語 総 合 2

朝 鮮 語 海 外 研 修

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

（集中）

（集中）

（集中）

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 
期

単　

位

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

科　　目 備　考

週　時　間　数

総　
　
　
　

合　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

言　
　
　
　

語　
　
　
　

文　
　
　
　

化　
　
　
　

科　
　
　
　

目

初

修

外

国

語

（
24
以
上
）

（
8
以
上
）
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（2）専門教育科目
（各履修コースの○印は必修科目・－印はコースによって履修できない科目）

4
以
上

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス　
　

 

必
修
14・選
択
70
以
上　

合
計
84
以
上

経
営
学
コ
ー
ス　
　
　

必
修
4・選
択
必
修
4・選
択
76
以
上　

合
計
84
以
上

経 営 学 基 礎

会 計 学 基 礎

入 門 ゼ ミ ナ ー ル

研 究 ゼミナ ー ル 1

研 究 ゼミナ ー ル 2

卒業論文ゼミナール

初 級 簿 記 Ａ

初 級 簿 記 Ｂ

商 業 簿 記 A

商 業 簿 記 B

販 売 管 理 A

販 売 管 理 B

ビジネス・コンピューティング

ビジネス・プロトコル

キ ャ リ ア 講 座 A

キ ャ リ ア 講 座 B

キャリアデザインA

キャリアデザインＢ

イ ン タ ー ン シップ

経 営 管 理 論

経 営 戦 略 論

経 営 組 織 論

マ ー ケ ティング 論

経 営 財 務 論

人 的 資 源 管 理 論

企 業 論

組 織 行 動 論

非営利組織の経営

消 費 者 行 動 論

商 品 企 画 論

マーケティング戦略論

e コ マ ー ス 論

経 営 情 報 論

財 務 管 理 論

国 際 経 営 論

2

2

2

4

4

4

2

2

2

2

4

4

4

4

4

4

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

4

2

2

2

2

2

2

2

4

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2 2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

4

2

○

○

○

○

全員履修

全員履修

◎

専　
　
　
　

門　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

専
門
基
礎

科
目

キ
ャ
リ
ア
ス
キ
ル
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
科
目

経
営
関
連
科
目

ゼ
ミ
ナ
ー
ル
科
目

1年次 2年次 3年次 4年次区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

単　

位
経
営
学

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス

科　　目 備　考

週　時　間　数履修コース
卒
業
資
格

最
低
単
位
数

イ　「表現力基礎演習」は留学生については随意選択科目とする。   

ロ　１年次配当の英語についてはプレイスメントテストを実施し、その結果に基づいて習熟度別にクラスを

分ける。   

　　ただし、英語の2年次および3年次配当科目については、この限りではない。   

ハ　初修外国語（ドイツ語、フランス語、中国語、朝鮮語）は、複数の言語を卒業要件単位に算入することも

可能とする。   

　　ただし、各言語は必ず最初に「入門（基礎）1」および「入門（基礎）2」を履修しなければならない。

ニ　留学生には「日本文化」の4科目8単位および「日本語」の8科目8単位を必修とする。   

　　なお、留学生は、言語文化科目として母語を履修することは出来ない。   

ホ　留学生には英語のプレイスメントテストを実施しない。   

注）総合教育科目の履修要件

1年次 2年次 3年次 4年次

日 本 語 読 解 1

日 本 語 読 解 2

日 本 語 作 文 1

日 本 語 作 文 2

上級日本語読解 1

上級日本語読解 2

上級日本語作文 1

上級日本語作文 2

スポーツ科学実習1

スポーツ科学実習2

ス ポ ー ツ 科 学

運 動 科 学

①

①

①

①

①

①

①

①

1

1

2

2

128

2

2

2

54 10 10 0 0

2

2

2

52

2

2

2

34

2

2

2

34

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

区　

分

単　

位
科　　目 備　考

週　時　間　数

総

合

教

育

科

目

言
語
文
化
科
目

身
体
科
学
科
目

日
本
語 （　

24
以
上　

）

（　

8
以
上　

）

前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 
期

小　　　計 24以上

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

（単位数を○でかこんだものは必修科目）
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（2）専門教育科目
（各履修コースの○印は必修科目・－印はコースによって履修できない科目）

4
以
上

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス　
　

 

必
修
14・選
択
70
以
上　

合
計
84
以
上

経
営
学
コ
ー
ス　
　
　

必
修
4・選
択
必
修
4・選
択
76
以
上　

合
計
84
以
上

経 営 学 基 礎

会 計 学 基 礎

入 門 ゼ ミ ナ ー ル

研 究 ゼミナ ー ル 1

研 究 ゼミナ ー ル 2

卒業論文ゼミナール

初 級 簿 記 Ａ

初 級 簿 記 Ｂ

商 業 簿 記 A

商 業 簿 記 B

販 売 管 理 A

販 売 管 理 B

ビジネス・コンピューティング

ビジネス・プロトコル

キ ャ リ ア 講 座 A

キ ャ リ ア 講 座 B

キャリアデザインA

キャリアデザインＢ

イ ン タ ー ン シップ

経 営 管 理 論

経 営 戦 略 論

経 営 組 織 論

マ ー ケ ティング 論

経 営 財 務 論

人 的 資 源 管 理 論

企 業 論

組 織 行 動 論

非営利組織の経営

消 費 者 行 動 論

商 品 企 画 論

マーケティング戦略論

e コ マ ー ス 論

経 営 情 報 論

財 務 管 理 論

国 際 経 営 論

2

2

2

4

4

4

2

2

2

2

4

4

4

4

4

4

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

4

2

2

2

2

2

2

2

4

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2 2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

4

2

○

○

○

○

全員履修

全員履修

◎

専　
　
　
　

門　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

専
門
基
礎

科
目

キ
ャ
リ
ア
ス
キ
ル
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
科
目

経
営
関
連
科
目

ゼ
ミ
ナ
ー
ル
科
目

1年次 2年次 3年次 4年次区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 
期
前 
期
後 

期

単　

位
経
営
学

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス

科　　目 備　考

週　時　間　数履修コース
卒
業
資
格

最
低
単
位
数

イ　「表現力基礎演習」は留学生については随意選択科目とする。   

ロ　１年次配当の英語についてはプレイスメントテストを実施し、その結果に基づいて習熟度別にクラスを

分ける。   

　　ただし、英語の2年次および3年次配当科目については、この限りではない。   

ハ　初修外国語（ドイツ語、フランス語、中国語、朝鮮語）は、複数の言語を卒業要件単位に算入することも

可能とする。   

　　ただし、各言語は必ず最初に「入門（基礎）1」および「入門（基礎）2」を履修しなければならない。

ニ　留学生には「日本文化」の4科目8単位および「日本語」の8科目8単位を必修とする。   

　　なお、留学生は、言語文化科目として母語を履修することは出来ない。   

ホ　留学生には英語のプレイスメントテストを実施しない。   

注）総合教育科目の履修要件

1年次 2年次 3年次 4年次

日 本 語 読 解 1

日 本 語 読 解 2

日 本 語 作 文 1

日 本 語 作 文 2

上級日本語読解 1

上級日本語読解 2

上級日本語作文 1

上級日本語作文 2

スポーツ科学実習1

スポーツ科学実習2

ス ポ ー ツ 科 学

運 動 科 学

①

①

①

①

①

①

①

①

1

1

2

2

128

2

2

2

54 10 10 0 0

2

2

2

52

2

2

2

34

2

2

2

34

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

留学生向け科目

区　

分

単　

位
科　　目 備　考

週　時　間　数

総

合

教

育

科

目

言
語
文
化
科
目

身
体
科
学
科
目

日
本
語 （　

24
以
上　

）

（　

8
以
上　

）

前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

小　　　計 24以上

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

（単位数を○でかこんだものは必修科目）
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（
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス　

    

必
修
14・選
択
70
以
上　

合
計
84
以
上
）

（
経
営
学
コ
ー
ス　
　
　

必
修
4・選
択
必
修
4・選
択
76
以
上　

合
計
84
以
上
）

単　

位 経
営
学

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス

履修コース

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

ファッションビジネス入門

被 服 材 料 学

被 服 材 料 学 実 験

被 服 整 理 学

被 服 整 理 学 実 験

ア パ レ ル 科 学

ア パ レ ル 企 画 論

アパレル 企 画 実 習

ア パ レ ル 設 計 論

アパレル設計実習1

アパレル設計実習2

アパレルデザイン論

アパレルデザイン表現実習

色 彩 学

アパレルグラフィック実習

ファッション販売論

消 費 科 学

消 費 者 調 査 法

ファッションビジネス特殊講座A

ファッションビジネス特殊講座B

ファッションビジネス特殊講座C

2

2

1

2

1

2

2

1

2

1

1

2

1

2

1

2

2

1

2

1

1

204

332

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

◯

○

○

○

2

2

2

2

2

40

74

2

2

2

36

70

2

2

32

42

2

2

24

34

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

56

110

2

2

2

22

74

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
特
設
科
目

1年次 2年次 3年次 4年次区　

分
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

科　　目 備　考

週　時　間　数

84以上

124

小　　計

総合教育科目、専門教育科目合計  

注）専門教育科目の履修要件

イ　備考欄中の◎印は単位認定科目とし、３年次後期（冬期休業開始まで）までに申し出た者は、学科の判断

に基づき、単位認定を受けることができる。（詳細はP40を参照）

ロ　ファッションビジネスコースの者に限り、ファッションビジネスコース特設科目を履修することができる。

1年次 2年次 3年次 4年次

情 報 処 理 慨 論
経 営 科 学
ビ ジ ネ ス 統 計
デ ー タ 分 析
市 場 調 査
情 報 リ テ ラ シ
アプリケーション演習A
アプリケーション演習B
プログラミング演習
工 業 簿 記 A
工 業 簿 記 B
会 計 学 総 論
財 務 会 計 論
管 理 会 計 論
国 際 会 計 論
監 査 論
コンピュー タ 会 計
民 法
商 法
会 社 法
所 得 税 法
消 費 税 法
法 人 税 法
地 域 産 業 論
ファッションビジネス論
特 定 産 業 研 究 A
特 定 産 業 研 究 B
特 定 産 業 研 究 C
特 定 産 業 研 究 D
経 営 学 特 殊 講 義 A
経 営 学 特 殊 講 義 B
経 営 学 特 殊 講 義 C
経 営 学 特 殊 講 義 D
会 計 学 特 殊 講 義 A
会 計 学 特 殊 講 義 B
会 計 学 特 殊 講 義 C
会 計 学 特 殊 講 義 D
旅 行 企 画 演 習 A
旅 行 企 画 演 習 B
ま ち お こしと 観 光
国 内 旅 行 実 務 A
国 内 旅 行 実 務 B

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

科　　目 備　考

週　時　間　数

専　
　
　
　

門　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

（
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス　

    

必
修
14・選
択
70
以
上　

合
計
84
以
上
）

（
経
営
学
コ
ー
ス　
　
　

必
修
4・選
択
必
修
4・選
択
76
以
上　

合
計
84
以
上
）

経
営
関
連
科
目

会
計
・
法
律
関
連
科
目

テ
ー
マ
別
教
育
科
目

2

2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
2

2

2

2

2
2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

○

単　

位
経
営
学

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス

履修コース
卒
業
資
格

最
低
単
位
数

編入生全員履修
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（
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス　

    

必
修
14・選
択
70
以
上　

合
計
84
以
上
）

（
経
営
学
コ
ー
ス　
　
　

必
修
4・選
択
必
修
4・選
択
76
以
上　

合
計
84
以
上
）

単　

位 経
営
学

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス

履修コース

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

ファッションビジネス入門

被 服 材 料 学

被 服 材 料 学 実 験

被 服 整 理 学

被 服 整 理 学 実 験

ア パ レ ル 科 学

ア パ レ ル 企 画 論

アパレル 企 画 実 習

ア パ レ ル 設 計 論

アパレル設計実習1

アパレル設計実習2

アパレルデザイン論

アパレルデザイン表現実習

色 彩 学

アパレルグラフィック実習

ファッション販売論

消 費 科 学

消 費 者 調 査 法

ファッションビジネス特殊講座A

ファッションビジネス特殊講座B

ファッションビジネス特殊講座C

2

2

1

2

1

2

2

1

2

1

1

2

1

2

1

2

2

1

2

1

1

204

332

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

◯

○

○

○

2

2

2

2

2

40

74

2

2

2

36

70

2

2

32

42

2

2

24

34

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

56

110

2

2

2

22

74

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
特
設
科
目

1年次 2年次 3年次 4年次区　

分
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 
期
後 
期

科　　目 備　考

週　時　間　数

84以上

124

小　　計

総合教育科目、専門教育科目合計  

注）専門教育科目の履修要件

イ　備考欄中の◎印は単位認定科目とし、３年次後期（冬期休業開始まで）までに申し出た者は、学科の判断

に基づき、単位認定を受けることができる。（詳細はP40を参照）

ロ　ファッションビジネスコースの者に限り、ファッションビジネスコース特設科目を履修することができる。

1年次 2年次 3年次 4年次

情 報 処 理 慨 論
経 営 科 学
ビ ジ ネ ス 統 計
デ ー タ 分 析
市 場 調 査
情 報 リ テ ラ シ
アプリケーション演習A
アプリケーション演習B
プログラミング演習
工 業 簿 記 A
工 業 簿 記 B
会 計 学 総 論
財 務 会 計 論
管 理 会 計 論
国 際 会 計 論
監 査 論
コンピュー タ 会 計
民 法
商 法
会 社 法
所 得 税 法
消 費 税 法
法 人 税 法
地 域 産 業 論
ファッションビジネス論
特 定 産 業 研 究 A
特 定 産 業 研 究 B
特 定 産 業 研 究 C
特 定 産 業 研 究 D
経 営 学 特 殊 講 義 A
経 営 学 特 殊 講 義 B
経 営 学 特 殊 講 義 C
経 営 学 特 殊 講 義 D
会 計 学 特 殊 講 義 A
会 計 学 特 殊 講 義 B
会 計 学 特 殊 講 義 C
会 計 学 特 殊 講 義 D
旅 行 企 画 演 習 A
旅 行 企 画 演 習 B
ま ち お こしと 観 光
国 内 旅 行 実 務 A
国 内 旅 行 実 務 B

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

科　　目 備　考

週　時　間　数
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門　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

（
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス　

    

必
修
14・選
択
70
以
上　

合
計
84
以
上
）

（
経
営
学
コ
ー
ス　
　
　

必
修
4・選
択
必
修
4・選
択
76
以
上　

合
計
84
以
上
）

経
営
関
連
科
目

会
計
・
法
律
関
連
科
目

テ
ー
マ
別
教
育
科
目

2

2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
2

2

2

2

2
2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

○
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位
経
営
学

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ジ
ネ
ス

履修コース
卒
業
資
格

最
低
単
位
数

編入生全員履修
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編
入
生

14
B



履修申請

　編入生は2年という短い期間で卒業要件単位数を修得することが求められています。時間割作成にあ
たって、3年次、4年次の計画を次のとおり立てることをお勧めします。

a.まず3年次は、できるだけ多くの単位履修・取得を目指してください。そうすれば、4年次には講義数が

少なくなり、就職活動や卒業論文作成などの時間を確保することができます。なお、1年間で履修可能

な単位数は48単位です。

b.4年次は、3年次で取得した単位を除いた残りの卒業要件単位数をみたすことに重点をおき履修してく

ださい。その際、4年次卒業を確かなものにするために、4年前期で卒業要件単位数をできるだけ履修・

取得しておくことがのぞましいです。また、卒業要件単位数にプラスして複数の科目を履修するとよい

でしょう。

■ゼミナールの履修
・経営学科では、ゼミナールという科目（選択科目）を設けています。

・ゼミナールは各自が関心を持ち、より深く研究したいと思う専門分野について、指導教員やゼミ仲間と

ともに研究する科目です。少人数で構成されるため、講義科目に比べて発展的な研究を行ったり、親密

な人間関係が形成できたりと、大学生活において有意義な科目のひとつです。

・編入生は、3年次より2年間、同一教員のゼミナールに所属することになります。

・ゼミナールの所属決定は、各自の志望理由や成績等を考慮した上で、担当教員が行います（4月初旬予

定）。ゼミナールを志望する学生は、所定の方法・期限を守り申込みを行ってください。

・なお、経営学科のゼミナールは2年次より開講されています。編入生でゼミナール所属が決定した者

は、指導教員が認めた場合に3年次のゼミナール（研究ゼミナール2）と2年次のゼミナール（研究ゼミ

ナール1）を同時に履修することができます。

■専門教育科目の履修
・経営関連科目において、選択必修として特定の科目のうちから4単位を修得しなければなりません。そ

れ以外の専門教育科目については、特に選択必修の制限はありません。

・興味のある分野から重点的に履修しても、多くの分野から科目を幅広く選択してもかまいませんが、卒

業するためには卒業要件単位数をみたすことが必要です。
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履修申請

　編入生は2年という短い期間で卒業要件単位数を修得することが求められています。時間割作成にあ
たって、3年次、4年次の計画を次のとおり立てることをお勧めします。

a.まず3年次は、できるだけ多くの単位履修・取得を目指してください。そうすれば、4年次には講義数が

少なくなり、就職活動や卒業論文作成などの時間を確保することができます。なお、1年間で履修可能

な単位数は48単位です。

b.4年次は、3年次で取得した単位を除いた残りの卒業要件単位数をみたすことに重点をおき履修してく

ださい。その際、4年次卒業を確かなものにするために、4年前期で卒業要件単位数をできるだけ履修・

取得しておくことがのぞましいです。また、卒業要件単位数にプラスして複数の科目を履修するとよい

でしょう。

■ゼミナールの履修
・経営学科では、ゼミナールという科目（選択科目）を設けています。

・ゼミナールは各自が関心を持ち、より深く研究したいと思う専門分野について、指導教員やゼミ仲間と

ともに研究する科目です。少人数で構成されるため、講義科目に比べて発展的な研究を行ったり、親密

な人間関係が形成できたりと、大学生活において有意義な科目のひとつです。

・編入生は、3年次より2年間、同一教員のゼミナールに所属することになります。

・ゼミナールの所属決定は、各自の志望理由や成績等を考慮した上で、担当教員が行います（4月初旬予

定）。ゼミナールを志望する学生は、所定の方法・期限を守り申込みを行ってください。

・なお、経営学科のゼミナールは2年次より開講されています。編入生でゼミナール所属が決定した者

は、指導教員が認めた場合に3年次のゼミナール（研究ゼミナール2）と2年次のゼミナール（研究ゼミ

ナール1）を同時に履修することができます。

■専門教育科目の履修
・経営関連科目において、選択必修として特定の科目のうちから4単位を修得しなければなりません。そ

れ以外の専門教育科目については、特に選択必修の制限はありません。

・興味のある分野から重点的に履修しても、多くの分野から科目を幅広く選択してもかまいませんが、卒

業するためには卒業要件単位数をみたすことが必要です。
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卒業要件単位数（外国人留学生も共通）

（1）卒業要件単位数

　※総合教育科目を履修することはできますが、卒業要件単位へは加算されません。

　※12単位を超えて修得した自由科目は、卒業要件単位数に加算されません。

　（2）進級の条件

　修得単位数にかかわらず、4年次まで進級できますが、年間48単位（研究ゼミナール1・2、卒業論文ゼ

ミナール、教職科目等を除く。）を上限とする履修制限がありますので、計画的に修学してください。

　なお、進級するには、1年を通じて在学していなければなりません。

̶進級および卒業までの流れ̶

専門教育科目

3年次

13単位以下

14単位以上

62単位以上

62単位以上修得

14単位以上修得

4年次
（卒業延期者）

61単位以下
4留

最大48単位まで申請
（履習制限の項参照）

4年次
（卒業予定者）

卒業

2 年 以 上 在 学

必修科目　　　　　　　　　　　　　　　4単位

選択必修科目　　　　　　　　　　　　　4単位

選択科目（自由科目12単位を含む。）　　 54単位

62単位
学
士（
経
営
学
）

※卒業延期者においては、前期（半期）科目で卒業要件単位を修得した場合に限り、9月期卒業が可能となります。

履修制限

（1）履修制限

14B編入生には以下の制限がありますので、注意してください。

※詳しい科目については教職課程履修ガイドブックを参照してください。

注）編入生は全員履修科目の「コンピュータ・リテラシ」（教育職員免許状を取得しようとする者は除く。）

「表現力基礎演習」、「入門ゼミナール」は履修することができません。ファッションビジネスコース特設

科目も履修することができません。

　（2）未開講科目

カリキュラム表にある科目でも、本年度の時間割に載っていない科目については未開講となります。

14B編入生に適用

１年間に履修
できる単位数

科目履修上の制限

必修科目

選択必修科目

選択科目

学年による
科目の制限

■研究ゼミナール1、2を同時に履修することができます。
■卒業論文ゼミナールを履修するためには、研究ゼミナール2を修得して
いなければなりません。
■研究ゼミナール1、2および卒業論文ゼミナールは、同一教員で履修しな
ければなりません。

「経営学基礎」2単位、「会計学基礎」2単位の合計4単位を必修とします。

3年次：1～3年次配当科目を履修することができます。
4年次：すべての開講科目を履修することができます。

経営関連科目群6科目から4単位以上を修得してください。4単位を超えて
修得した単位は、選択科目の単位に入ります。

最大48単位
ただし、以下の科目は除きます。
①「研究ゼミナール1」、「研究ゼミナール2」、「卒業論文ゼミナール」
②「教員免許取得に係わる科目」のうち、「教科に関する科目」のうち「職業指
導」ならびに「教職に関する科目」および「教科又は教職に関する科目」※

選択科目は、54単位とします。
①選択必修科目の4単位を超えて修得した単位は，選択科目の卒業要件単
位に入ります。
②自由科目制度により修得した単位は、12単位を上限として、卒業要件単
位に組み入れることができます。
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卒業要件単位数（外国人留学生も共通）

（1）卒業要件単位数

　※総合教育科目を履修することはできますが、卒業要件単位へは加算されません。

　※12単位を超えて修得した自由科目は、卒業要件単位数に加算されません。

　（2）進級の条件

　修得単位数にかかわらず、4年次まで進級できますが、年間48単位（研究ゼミナール1・2、卒業論文ゼ

ミナール、教職科目等を除く。）を上限とする履修制限がありますので、計画的に修学してください。

　なお、進級するには、1年を通じて在学していなければなりません。

̶進級および卒業までの流れ̶

専門教育科目

3年次

13単位以下

14単位以上

62単位以上

62単位以上修得

14単位以上修得

4年次
（卒業延期者）

61単位以下
4留

最大48単位まで申請
（履習制限の項参照）

4年次
（卒業予定者）

卒業

2 年 以 上 在 学

必修科目　　　　　　　　　　　　　　　4単位

選択必修科目　　　　　　　　　　　　　4単位

選択科目（自由科目12単位を含む。）　　 54単位

62単位
学
士（
経
営
学
）

※卒業延期者においては、前期（半期）科目で卒業要件単位を修得した場合に限り、9月期卒業が可能となります。

履修制限

（1）履修制限

14B編入生には以下の制限がありますので、注意してください。

※詳しい科目については教職課程履修ガイドブックを参照してください。

注）編入生は全員履修科目の「コンピュータ・リテラシ」（教育職員免許状を取得しようとする者は除く。）

「表現力基礎演習」、「入門ゼミナール」は履修することができません。ファッションビジネスコース特設

科目も履修することができません。

　（2）未開講科目

カリキュラム表にある科目でも、本年度の時間割に載っていない科目については未開講となります。

14B編入生に適用

１年間に履修
できる単位数

科目履修上の制限

必修科目

選択必修科目

選択科目

学年による
科目の制限

■研究ゼミナール1、2を同時に履修することができます。
■卒業論文ゼミナールを履修するためには、研究ゼミナール2を修得して
いなければなりません。
■研究ゼミナール1、2および卒業論文ゼミナールは、同一教員で履修しな
ければなりません。

「経営学基礎」2単位、「会計学基礎」2単位の合計4単位を必修とします。

3年次：1～3年次配当科目を履修することができます。
4年次：すべての開講科目を履修することができます。

経営関連科目群6科目から4単位以上を修得してください。4単位を超えて
修得した単位は、選択科目の単位に入ります。

最大48単位
ただし、以下の科目は除きます。
①「研究ゼミナール1」、「研究ゼミナール2」、「卒業論文ゼミナール」
②「教員免許取得に係わる科目」のうち、「教科に関する科目」のうち「職業指
導」ならびに「教職に関する科目」および「教科又は教職に関する科目」※

選択科目は、54単位とします。
①選択必修科目の4単位を超えて修得した単位は，選択科目の卒業要件単
位に入ります。
②自由科目制度により修得した単位は、12単位を上限として、卒業要件単
位に組み入れることができます。
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ゼミナール科目

　ゼミナールの所属決定は、各自の志望理由や成績等を考慮した上で、担当教員が行います。なお、編入

生でゼミナール所属が決定した者は、指導教員が認めた場合に3年次のゼミナール（研究ゼミナール2）

と2年次のゼミナール（研究ゼミナール1）を同時に履修することができます。

卒業見込証明書

　「卒業見込証明書」は、3年次修了時点で既に卒業要件単位を14単位以上修得し、4年次において履修

申請した科目を全部または一部修得すれば卒業できる者に対して発行します（4月1日以降発行）。

※卒業見込証明書は、就職活動のために訪れる企業などに提出するものです。必要な人は、パピルス
メイト証明書自動発行機（設置場所はP7を参照）を利用してください。

科　目　名

研究ゼミナール1

研究ゼミナール2

卒業論文ゼミナール

配当年次

2年次

3年次

4年次

必／選

選択

選択

選択

（3）卒業要件単位の修得要件

①必修科目
　必修科目は、下記の表に示す2科目の合計4単位です。

②選択必修科目
　選択必修科目は、下記の表に示す通りです。合計4単位以上を修得しなければなりません。

　ただし、4単位を超えて修得した単位は、選択科目として卒業要件単位に算入されます。

③選択科目
　選択科目は54単位となっています。

　なお、選択必修科目の卒業要件単位数4単位を超えて修得した単位数は、選択科目の単位として算

入されます。

　また、自由科目（※1）制度で修得した単位は、12単位を上限として卒業要件単位の選択科目として

算入されます。

※1自由科目とは

　他学部（自分の所属する学部以外）および他学科（自分の所属する学科以外）の専門教育科目、（人間

環境学部は展開科目）を、卒業までに30単位まで履修することができます。そのうち12単位までを、

専門教育科目の選択科目として、卒業要件単位に算入することができます。（これを「自由科目」と称し

ます。）ただし、履修の認められない科目がありますので、注意をしてください。

　自由科目を履修したい人は、Webシラバスをよく読んで選択してください。

　自由科目は、Web履修申請画面で確認できる（表示されている）科目から選択してください。

区　分

専門基礎科目

科　目　名区分

経
営
関
連
科
目

経営管理論
経営戦略論
経営組織論

マーケティング論
経営財務論
人的資源管理論

科目名

経営学基礎

会計学基礎

2

2

単位数

備　考

左記より2科目（4単位）以上
を修得してください。

単位数

各2
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ゼミナール科目

　ゼミナールの所属決定は、各自の志望理由や成績等を考慮した上で、担当教員が行います。なお、編入

生でゼミナール所属が決定した者は、指導教員が認めた場合に3年次のゼミナール（研究ゼミナール2）

と2年次のゼミナール（研究ゼミナール1）を同時に履修することができます。

卒業見込証明書

　「卒業見込証明書」は、3年次修了時点で既に卒業要件単位を14単位以上修得し、4年次において履修

申請した科目を全部または一部修得すれば卒業できる者に対して発行します（4月1日以降発行）。

※卒業見込証明書は、就職活動のために訪れる企業などに提出するものです。必要な人は、パピルス
メイト証明書自動発行機（設置場所はP7を参照）を利用してください。

科　目　名

研究ゼミナール1

研究ゼミナール2

卒業論文ゼミナール

配当年次

2年次

3年次

4年次

必／選

選択

選択

選択

（3）卒業要件単位の修得要件

①必修科目
　必修科目は、下記の表に示す2科目の合計4単位です。

②選択必修科目
　選択必修科目は、下記の表に示す通りです。合計4単位以上を修得しなければなりません。

　ただし、4単位を超えて修得した単位は、選択科目として卒業要件単位に算入されます。

③選択科目
　選択科目は54単位となっています。

　なお、選択必修科目の卒業要件単位数4単位を超えて修得した単位数は、選択科目の単位として算

入されます。

　また、自由科目（※1）制度で修得した単位は、12単位を上限として卒業要件単位の選択科目として

算入されます。

※1自由科目とは

　他学部（自分の所属する学部以外）および他学科（自分の所属する学科以外）の専門教育科目、（人間

環境学部は展開科目）を、卒業までに30単位まで履修することができます。そのうち12単位までを、

専門教育科目の選択科目として、卒業要件単位に算入することができます。（これを「自由科目」と称し

ます。）ただし、履修の認められない科目がありますので、注意をしてください。

　自由科目を履修したい人は、Webシラバスをよく読んで選択してください。

　自由科目は、Web履修申請画面で確認できる（表示されている）科目から選択してください。

区　分

専門基礎科目

科　目　名区分

経
営
関
連
科
目

経営管理論
経営戦略論
経営組織論

マーケティング論
経営財務論
人的資源管理論

科目名

経営学基礎

会計学基礎

2

2

単位数

備　考

左記より2科目（4単位）以上
を修得してください。

単位数

各2
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専　
　
　
　

門　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

1年次 2年次 3年次 4年次

商 品 企 画 論

マーケティング戦略論

e コ マ ー ス 論

経 営 情 報 論

財 務 管 理 論

国 際 経 営 論

経 営 史

情 報 処 理 概 論

経 営 科 学

ビ ジ ネ ス 統 計

デ ー タ 分 析

市 場 調 査

情 報 リ テ ラ シ

アプリケーション演習Ａ

アプリケーション演習Ｂ

プログラミング演習

工 業 簿 記 Ａ

工 業 簿 記 Ｂ

会 計 学 総 論

現 代 会 計 論

財 務 会 計 論 Ａ

財 務 会 計 論 Ｂ

管 理 会 計 論

国 際 会 計 論

会 計 監 査 論

コンピュータ会 計

民 法

商 法

会 社 法

所 得 税 法

消 費 税 法

法 人 税 法

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

編入生全員履修

区　

分 前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期
前 

期
後 

期

単　

位

卒
業
資
格

最
低
単
位
数

科　　目 備　考

週　時　間　数

経

営

関

連

科

目

会

計
・
法

律

関

係

科

目

54
（　

 

）

カリキュラム
　専門教育科目

　　　　　　　　　　　（○で囲んだ単位は必修科目・－印は履修できない科目）

1年次 2年次 3年次 4年次

経 営 学 基 礎

会 計 学 基 礎

入 門 ゼ ミ ナ ー ル

研究ゼミナール 1

研 究ゼミナール 2

卒業論文ゼミナール

初 級 簿 記

商 業 簿 記 Ａ

商 業 簿 記 Ｂ

販 売 管 理 Ａ

販 売 管 理 Ｂ

ビジネス・コンピューティング

ビジネス・プロトコル

キ ャ リ ア 講 座 Ａ

キ ャ リ ア 講 座 Ｂ

キャリアデザインA

キャリアデザインB

インタ ーンシップ

経 営 管 理 論

経 営 戦 略 論

経 営 組 織 論

マーケティング論

経 営 財 務 論

人 的 資 源 管 理 論

生 産 管 理 論

企 業 論

組 織 行 動 論

非営利組織の経営

消 費 者 行 動 論

全員履修
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4

4
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専　
　
　
　

門　
　
　
　

教　
　
　
　

育　
　
　
　

科　
　
　
　

目

1年次 2年次 3年次 4年次

商 品 企 画 論

マーケティング戦略論

e コ マ ー ス 論

経 営 情 報 論

財 務 管 理 論

国 際 経 営 論

経 営 史

情 報 処 理 概 論

経 営 科 学

ビ ジ ネ ス 統 計

デ ー タ 分 析

市 場 調 査

情 報 リ テ ラ シ

アプリケーション演習Ａ

アプリケーション演習Ｂ

プログラミング演習

工 業 簿 記 Ａ

工 業 簿 記 Ｂ

会 計 学 総 論

現 代 会 計 論

財 務 会 計 論 Ａ

財 務 会 計 論 Ｂ

管 理 会 計 論

国 際 会 計 論

会 計 監 査 論

コンピュータ会 計

民 法

商 法

会 社 法

所 得 税 法

消 費 税 法

法 人 税 法

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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カリキュラム
　専門教育科目

　　　　　　　　　　　（○で囲んだ単位は必修科目・－印は履修できない科目）

1年次 2年次 3年次 4年次

経 営 学 基 礎

会 計 学 基 礎

入 門 ゼ ミ ナ ー ル

研究ゼミナール 1

研 究ゼミナール 2

卒業論文ゼミナール

初 級 簿 記

商 業 簿 記 Ａ

商 業 簿 記 Ｂ

販 売 管 理 Ａ

販 売 管 理 Ｂ

ビジネス・コンピューティング

ビジネス・プロトコル

キ ャ リ ア 講 座 Ａ

キ ャ リ ア 講 座 Ｂ

キャリアデザインA

キャリアデザインB

インタ ーンシップ

経 営 管 理 論

経 営 戦 略 論

経 営 組 織 論

マーケティング論

経 営 財 務 論

人 的 資 源 管 理 論

生 産 管 理 論

企 業 論

組 織 行 動 論

非営利組織の経営

消 費 者 行 動 論

全員履修
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注）専門教育科目の履修要件
　備考欄中の◎印は単位認定科目とし、3年次後期（冬期休業開始まで）までに申し出た者は、学科の判断に基
づき、単位認定を受けることができる。（詳細はP40を参照）

1年次 2年次 3年次 4年次

地 域 産 業 論

航 空 産 業 論

鉄 道 産 業 論

自動車産業経営論

ファッションビジネス論

現代ファッション論

特 定 産 業 研 究 Ａ

特 定 産 業 研 究 Ｂ

経営学特殊講義Ａ

経営学特殊講義Ｂ

経営学特殊講義Ｃ

経営学特殊講義Ｄ

会計学特殊講義Ａ

会計学特殊講義Ｂ

会計学特殊講義Ｃ

会計学特殊講義Ｄ
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※週時間数欄の数字は、2＝週1コマ、4＝週2コマの授業があることを示します。1年次は1年次の、

2年次は1、2年次の、3年次は1、2、3年次の、4年次は1、2、3、4年次の欄に数字のある科目を履

修することができます。ただし、履修制限等により履修できない場合もあります。
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○	大阪産業大学学則

制　　定　昭和 40 年 4 月 1 日

最近改正　平成 28 年 3 月 19 日

第１章　総　則

（目的）

第１条　大阪産業大学（以下「本大学」という。）は教育基本法に則り、学校教育法の定める大学と

して、産業、交通に関する学術を中心に、広く知識を授けるとともに、深く専門の学術を教授し、

研究し、個性豊かな教養高き人格を備え、応用能力と実践性に富む有為な人材を養成し、文化の

向上と産業、交通の発展に寄与することを目的とする。

（学部、学科）

第２条　本大学に次の学部および学科を置く。

　　　　人間環境学部	 文化コミュニケーション学科

	 生活環境学科

	 スポーツ健康学科

　　　　経営学部	 経営学科

	 商学科

　　　　経済学部	 経済学科

	 国際経済学科

　　　　デザイン工学部	 情報システム学科

	 建築・環境デザイン学科

　　　　工学部	 機械工学科

	 交通機械工学科

	 都市創造工学科

	 電子情報通信工学科	

（教育研究上の目的）

第３条　本大学の学部および学科の教育研究上の目的は、次の各項および各号のとおりとする。

2　人間環境学部は、人間環境の形成に関わる総合的視野と認識・判断能力を涵養することを教育の

目的として、実践的教育を通じて、学ぶ意欲と問題解決能力を身につけた人材を育成する。また、

人間環境の本質、諸相を解明し、文化・生活・自然を総合的にとらえる学問領域の構築ができる人

材を育成することを人材養成上の目的とする。

（1）文化コミュニケーション学科は、日常生活様式としての「文化」および個々の文化成員がそ

れを受け継ぎ体系化していくための「コミュニケーション」について、様々な視点から探究し、

より豊かな人間性を獲得し、多面的な社会のあり方を受容し、よりよい社会の構築に寄与する

能力を修得させることを教育目標とする。
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（2）生活環境学科は、住まいから都市・地域に至る多様な生活環境を科学的に理解することを基

本とし、よりよい人間環境や自然環境の形成や地球環境の保全に資する能力を修得させること

を教育目標とする。

（3）スポーツ健康学科は、環境の中で「人間」がよりよく生きるとはなにかを総合的に理解し、

スポーツ科学と健康科学の両面から人間の生活の質を向上させるための教育研究を実施する。

また、その成果をもって社会全般を支援できる能力を修得させることを教育目標とする。

3　経営学部は、専門知識の修得と独立心やコミュニケーション能力の向上により社会で信頼される

人格形成を促進し、将来各般の産業分野で活躍できる人材を育成することを人材養成上の目的とす

る。

（1）経営学科は、多様化する現代社会のニーズに対応すべく、企業経営・会計・マーケティング・

情報システムなどビジネスに不可欠な幅広い知識を修得させることを目指す。個性豊かで活力

ある人材の輩出と職能別・産業別に具体性の高い教科内容を拡大し、社会に有用な能力を修得

させることを教育目標とする。

（2）商学科は、市場システムの変革を反映した事業システムの構築を行いうる能力、産業界に対

して自らの考えを創出して問題を解決する能力、業種の枠を超えて機能横断的に物事を発想し

て起業できる能力、サプライチェーン・マネジメントを企画立案できる能力、グローバル・フ

ァイナンス業務を遂行できる能力、グローバルビジネスに戦略的に対応できる能力を修得させ

ることを教育目標とする。

4　経済学部は、経済社会の情報化・国際化が進展する中で、日本および世界の経済構造を研究分析

するとともに、経済社会の変動に対応しうる分析力と判断力を備えた人材を育成することを人材養

成上の目的とする。

（1）経済学科は、経済社会の情報化・国際化が進展する中で、経済社会の仕組みを理解するため

の基礎知識を身につけ、総合的視野に立って経済社会の変動に柔軟に対応しうる能力を修得さ

せることを教育目標とする。

（2）国際経済学科は、経済社会の情報化・国際化が進展する中で、日本はもとより世界経済の発

展に貢献するため、経済社会の国際化に適用する分析力と判断力を備えた能力を修得させるこ

とを教育目標とする。

5　デザイン工学部は、システム・空間・環境を含む「モノ」づくりに関わるデザイン、および、情

報工学・建築工学・環境工学等に基づくエンジニアリング・デザインを教育研究し、デザイナー、

デザイン・エンジニアといった高度専門職業人の養成とともに、その素養を生かして広く社会で活

躍する幅広い職業人の育成を人材養成上の目的とする。

（1）情報システム学科は、今後の高度情報化社会において重要となる「人に優しい」感性的な

評価の情報処理を基にして、ネットワーク、組込みシステム、Web システム、感性デザイン、

CG・アニメーションに係わる基礎技術の教育研究を実施する。これによって、コンテナ系とコ

ンテンツ系の諸技術を新しい視点から科学的に探求し、今後の高度情報化社会に貢献できる能

力を修得させることを教育目標とする。

（2）建築・環境デザイン学科は、都市環境、建築、インテリア、クラフト、プロダクトのデザ

イン専門分野の別に、創造力に溢れ、広い視野・豊かな感性・確かな技術力をもって、美・ア
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メニティ・機能を備える環境・空間・モノを創出する実務的な「デザイナー」を養成する。ま

た、デザイナーとしての基礎力（問題解決能力、論理的思考力、コミュニケーション・スキル、

CAD・CG を含む情報リテラシー）を駆使していかなる分野においても幅広く活躍できる能力

を修得させることを教育目標とする。

6　工学部は、自然環境と人間社会との健全かつ永続的な調和と共生を基に、与えられた環境の中で

応用力と柔軟な発想で個性豊かな創造力とユニバーサルな視点をもって最善の努力ができる人材を

育成することを人材養成上の目的とする。

（1）機械工学科は、素材を加工し付加価値をつけ、社会が必要とする製品を作り出す（ものづく

り）技術を修得させるため、技術が社会に及ぼす影響を地球的観点から考え、修得した知識を

もとにデザインし、ものづくりができる自立した能力を修得させることを教育目標とする。

（2）交通機械工学科は、自動車、鉄道、航空機、船舶など個々の輸送機械のみならず、それらを

効率的に機能させる制御および管制のネットワークも含めた幅広いシステムについて探究する。

これらの教育・研究により、交通機械とそのシステムに関する研究開発や実務に対応できる専

門能力と、交通機械と人のつながりを多面的に考察し、環境問題や人々の福祉にも貢献できる

能力を修得させることを教育目標とする。

（3）都市創造工学科は、自然と人間との健全かつ永続的な調和と共生のもとで都市創造について

幅広く考えることができ、社会に与える影響力の重要性と社会的責任とを理解・自覚し、良識

と高い倫理感、かつ国際的視野をもって、自主的に課題を探求し、周りにも働きかけ、自らも

解決策を見出し実践することを念頭に置き、実務的な事柄を着実に遂行できる能力を修得させ

ることを教育目標とする。

（4）電子情報通信工学科は、高度情報化社会の進展に伴い、電気関連産業における中心が、電子・

情報・通信工学を融合させたものへと変遷を遂げる中で、電子・情報・通信分野の学習を通じて、

ユビキタス情報化社会、高度情報化社会の未来を切り拓く能力を修得させることを教育目標と

する。

（大学院）

第４条　本大学に大学院を置く。

2　大学院に関する学則は、別に定める。

（入学定員、3 年次編入学定員および収容定員）

第５条　本大学の学部に属する学科の入学定員、3 年次編入学定員および収容定員は、別表第 1 の

とおりとする。

　（修業年限）

第６条　本大学の学部の修業年限は 4 年とする。

2　学部の同一学科においては、休学期間を除き、修業年限の 2 倍を超えて在学することはできない。

ただし、経済学部においては、学科配属前の期間を含む。

3　第 24 条による留学期間のうち、1 ヵ年以内は、修業年限に算入することができる。

（修業年限の特例）

第７条　前条の規定にかかわらず、本大学の学部に 3 年以上在学した者が、卒業要件単位を優秀な

成績で修得し、別に定める基準を満たしたと認める場合には、その卒業を認めることができる。
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第２章　学年、学期および休業日

（学年）

第８条　学年は 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わる。

（学期）

第９条　人間環境学部は、4 年間を 8 セメスターに区分し、各学年の前期を奇数セメスター、後期

を偶数セメスターとする。

　奇数セメスター　4 月 1 日から 9 月 20 日まで

　偶数セメスター　9 月 21 日から翌年 3 月 31 日まで

2　経営学部、経済学部、デザイン工学部、工学部は、学年を次の 2 期に分ける。

前期　4 月 1 日から 9 月 20 日まで

後期　9 月 21 日から翌年 3 月 31 日まで

（休業日）

第１０条　休業日は次のとおりとする。ただし、必要のあるときは、学長は臨時に休業日を設ける

ことができる。

（1）日曜日

（2）国民の祝日に関する法律に定める休日

（3）本学園の創立記念日　　11 月 1 日

（4）春期休業　2 月 22 日から 3 月 25 日まで

（5）夏期休業　7 月 27 日から 9 月 14 日まで

（6）冬期休業　12 月 22 日から翌年 1 月 7 日まで

2　前項の休業日については、学長は教授会の議を経て、変更することができる。

第３章　入学、学籍および留学等

（入学時期）

第１１条　入学の時期は、学年の初めとする。

　（入学資格）

第１２条　第 1 年次に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当し、その年度の入学試験に合格

した者でなければならない。

（1）高等学校を卒業した者、または通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者（通常の課

程以外の課程により、これに相当する学校教育を修了した者を含む。）

（2）外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者、またはこれに準ずる者で、文部

科学大臣の指定した者

（3）文部科学大臣が指定した者

（4）大学入学資格検定規程により文部科学大臣が行う大学入学資格検定に合格した者

（5）高等学校卒業程度認定試験規則により文部科学大臣が行う高等学校卒業程度認定試験に合格

した者
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（6）相当の年齢に達し、本大学において、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認め

た者

（7）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者

（編入学）

第１３条　本大学の各学部においては、第 3 年次に編入学させることができる。

2　編入学できる者は、次の各号のいずれかに該当し、所定の試験に合格した者でなければならない。

（1）大学院を修了した者または大学を卒業した者

（2）短期大学を卒業した者または高等専門学校を卒業した者

（3）専修学校の専門課程（修業年限が 2 年以上で、かつ、課程の修了に必要な総時間数が 1,700

時間以上）を修了した者

（4）大学に 2 年以上在学し、62 単位以上（卒業要件に算入されるもの）を修得した者

（5）外国において本邦の高等教育課程と同等の課程を修了した者

（6）本大学が指定する外国の高等教育機関において、前第 4 号に定める者と同等の資格を取得し

たと認定された者

3　編入学の試験その他に関しては、別に定める。

（再入学）

第１４条　本大学に再入学できる者は、次の各号のいずれかに該当し、所定の試験に合格した者で

なければならない。

（1）自己の都合により本大学を退学した者で、出願時に退学後 3 年を超えない者

（2）授業料未納のため除籍された者で、出願時に除籍取消期間満了後 3 年を超えない者

2　前項第 1 号および第 2 号の定めにかかわらず、特別な理由がある者については、3 年を超えて

も再入学の出願を認めることができる。

3　退学または除籍前の学部の学科と異なった学部の学科に再入学することはできない。ただし、経

済学部においては、退学または除籍前の学部または学部の学科に再入学することとする。

4　再入学の試験その他に関しては、別に定める。

（転入学）

第１５条　学部または学部の学科に欠員があるときは、他大学に在学中の者を、所定の試験を行い、

転入学させることができる。

2　転入学の試験その他に関しては、別に定める。

（二重学籍の禁止）

第１６条　本大学に現に在籍している者は、本大学の大学院、2 以上の学部学科、大阪産業大学短

期大学部および他の大学院、大学、短期大学、高等専門学校または専修学校の専門課程（修業年

限が 2 年以上で、かつ、課程の修了に必要な総時間数が 1,700 時間以上）に在籍することがで

きない。

（転籍等）

第１７条　本大学に在学中の者で、学部変更、転科（以下「転籍等」という。）を願い出た者につい
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ては、その者が希望する学部または学部の学科に欠員があり、かつ、所定の試験に合格したときは、

転籍等をさせることができる。

2　転籍等については、第１年次に在学する者に限り、願い出ることができる。ただし、第 2 年次

以上に在学する者であっても、あらためて第 2 年次への転籍等を願い出るときは、この限りでない。

3　転籍等の試験その他に関しては、別に定める。

（入学手続）

第１８条　入学試験（編入学試験、再入学試験および転入学試験を含む。）に合格した者が、所定の

期間内に、入学手続きを完了したときは、学長は入学を許可する。

2　正当な理由により、前項の手続きを行うことのできなかった者にたいしては、学長は、教授会の

議を経て、入学手続きを猶予することができる。

（退　学）

第１９条　病気その他のやむを得ない理由で退学しようとする者は、所定の手続きを経て、学長の

許可を受けなければならない。

（休　学）

第２０条　病気その他の理由で休学しようとする者は、所定の手続を経て、学長の許可を受けなけ

ればならない。ただし、休学期間は通算して 3 年を超えることはできない。

2　学長は、前項の願い出があったときは、教授会の議を経て許可するものとする。

3　前項による休学の許可は、休学願い出の時からその年度の終わりまでとする。ただし、特別の事

情があるときは、年度を超えて許可することができる。

4　休学期間中の授業料は徴収しない。ただし、学期の途中から休学する者にたいしては、その学期

の授業料は全額徴収する。

（復　学）

第２１条　休学期間の途中で休学理由が消滅したときは、所定の手続きをとり、教授会の議を経て、

学長の許可を受け、復学することができる。

2　復学者の修学条件は、その者が入学した年度のものを適用する。

3　学期の途中で復学した者にたいしては、その学期の授業料は全額徴収する。

（欠　席）

第２２条　病気その他の理由で欠席しようとする者は、所定の手続きにより、届け出なければなら

ない。

（除　籍）

第２３条　学生が、次の各号のいずれかに該当するときは、除籍する。

（1）学費を納入期限を超えても納めないとき

（2）長期にわたって欠席し、または病気その他の理由で成業の見込みのないと認めたとき

（3）在学期間が、第 6 条第 2 項に定める期間を超えたとき

（4）死亡したとき

2　前項第 1 号によって除籍された者は、納入期限の翌日から 1 ヵ月以内に限り、除籍の取り消し

を願い出ることができる。ただし、特別の事情により、納入が困難な場合には、願い出によって、
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さらに 1 ヵ月の猶予期間を認める。

（留学および短期語学研修生の取り扱い）

第２４条　学生が、協定または認定する外国の大学に留学を希望するときは、教授会の議を経て、

これを許可することができる。

2　前項の規定は、学生が外国の大学または本大学の海外教育施設等に短期語学研修生として学修す

る場合に準用する。

3　第 1 項の留学および前項の短期語学研修生に関する規程は、別に定める。

第４章　教育課程、履修方法および課程修了の認定

（教育課程）

第２５条　学部および学科等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し、体系的に

教育課程を編成するものとする。

2　各学部の授業科目の分類、名称および単位数は、別に定める。

3　授業科目によっては、教授会の議により、年度によって開講しないことがある。

（単位）

第２６条　各学部の授業科目に対する単位数は、次の基準に基づき、教授会の議を経て、定めるも

のとする。

（1）講義および演習については、15 時間または 30 時間の授業をもって 1 単位とする。

（2）実験、実習および製図については、30 時間または 45 時間の授業をもって 1 単位とする。

2　前項の規定にかかわらず、実験（製図等）を含む科目および演習を含む科目ならびに卒業論文、

卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位を授与すること

が適切とみられる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、教授会の議を経て、単位数を定め

るものとする。

（履修方法）

第２７条　学部の学科は、教育上の区分として、専攻分野別の履修コースを置くことができる。

2　専攻分野別の履修コースおよび授業科目の履修方法については、別に定める。 

（授業科目修了の認定）

第２８条　授業科目修了の認定は試験による。ただし、演習、実験および実習については、試験に

よらないで認定することができる。

2　試験の実施に関しては、別に定める。

3　第 1 項により修了の認定を得た者には、所定の単位を与える。

　（成績の評価基準等）

第２９条　授業科目の成績の評価は、その授業の方法、内容および計画ならびに成績評価の基準を

あらかじめ学生に明示し、当該基準にしたがって行うものとする。

2　授業科目の成績は、100 点満点とし、60 点以上を合格とする。

3　試験の成績の評価基準は、別に定める。
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4　すでに単位を修得した科目については、再び試験を受けることはできない。

（卒業資格）

第３０条　卒業資格は、次の各号のいずれかに該当する者について、教授会の議を経て、学部長が

認定する。

（1） 本大学に休学期間を除き 4 年以上（編入学生においては 2 年以上）在学し、当該学部修学規

程の定めによる単位を修得した者

（2） 本大学に休学期間を除き 3 年以上在学し、当該学部修学規程の定めによる単位を修得し、かつ、

別に定める基準にしたがって、当該単位を優秀な成績をもって修得したと認められた者

2　学長は、前項により卒業資格を認定された者に対し、卒業証書・学位記を授与する。

（学士の学位授与）

第３１条　前条により卒業した者は、次の区分にしたがい学士の学位を授与する。

学士　　（人間環境学）

学士　　（体育学）

学士　　（経営学）

学士　　（経済学）

学士　　（工学）

2　学位および学位の授与については、本学則のほか、別に定める大阪産業大学学位規程による。

　（教職課程）

第３２条　教育職員免許状の取得を希望する者のために、教育職員免許法および同法施行規則に基

づく教職課程を置く。

2　本大学において、取得できる教育職員免許状の種類および免許教科は、別表第 2 のとおりとする。

3　前項の免許状を取得するための授業科目の履修方法および取得すべき単位等必要な事項は、別に

定める。

（他の大学または短期大学における授業科目の履修等）

第３３条　本大学は、教育上有益と認めるときは、学生が本大学の定めるところにより他の大学ま

たは短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、教授会の議を経て、60 単位

を超えない範囲で本大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

2　第 24 条により定める大学において、学生が履修した授業科目について修得した単位を、本大学

における授業科目の履修により修得したものとみなし、教授会の議を経て、単位を与えることがで

きる。

3　前項により与えることのできる単位数は、第 1 項により本大学において修得したものとみなす

単位数と合わせて 60 単位を超えないものとする。

（大学以外の教育施設等における学修）

第３４条　本大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学または高等専門学校の専攻

科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本大学における授業科目の履修とみな

し、教授会の議を経て、単位を与えることができる。

2　前項により与えることのできる単位数は、前条により本大学において修得したものとみなす単位
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数と合わせて 60 単位を超えないものとする。

　（入学前の既修得単位等の認定）

第３５条　本大学は、教育上有益と認めるときは、学生が本大学に入学する前に大学または短期大

学において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修により修得した単位を含む。）を、

教授会の議を経て、本大学に入学した後の本大学における授業科目の履修により修得したものと

みなすことができる。

2　本大学は、教育上有益と認めるときは、学生が本大学に入学する前に行った前条第 1 項に規定

する学修を、本大学における授業科目の履修とみなし、教授会の議を経て、単位を与えることがで

きる。

3　前 2 項により修得したものとみなし、または与えることのできる単位数は、編入学、転入学の

場合を除き、本大学において修得した単位以外のものについては、前 2 条により本大学において

修得したものとみなす単位数と合わせて 60 単位を超えないものとする。

第５章　学費および学費以外の費用

（学費等）

第３６条　学費および学費以外の費用は、別表第 3 のとおりとする。

2　前項にかかわらず、第 43 に定める外国人留学生の学費は、別表第 4 のとおりとする。

3　学費および学費以外の費用を一たん納入した後は、一切返還しない。ただし、一般入学試験合格

者に限り、入学金以外の納付金は申請により、期限つき返還とする。

（学費の納入）

第３７条　学費は、所定の期限までに納入しなければならない。

2　学費の納入については、別に定める。

第６章　職員組織、教授会および協議会

（職員組織）

第３８条　本大学に、学長を置く。学長は、本大学を統轄する。

2　本大学に、副学長を置く。副学長は、別に定める大阪産業大学副学長および学長補佐規程第 4

条に定める職務を遂行する。

3　本大学に、教授、准教授、講師、助教および助手を置く。

4　本大学に、事務職員等を置く。

5　本大学に、教務助手および技術職員を置く。

（教授会）

第３９条　本大学に、教授会を置く。

2　教授会は、教育研究に関する次の事項を審議する。

　（1）学部長、教養部長および協議会協議員ならびに各種委員会委員の選出に関する事項
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　（2）各学部および教養部（以下「学部」という。）に関する諸規程の制定および改廃に関する事項

　（3）学科、専攻の設置、廃止および変更に関する事項

　（4）学生の成績評価に関する事項

　（5）学生の厚生および補導に関する事項

　（6）学生の賞罰に関する事項

　（7）教育および研究に関する事項

　（8）学部の事業計画および予算申請に関する事項

　（9）学科目の種類および編成に関する事項

　（10）学生の入学、退学、休学、復学、転部および卒業その他学生の身分に関する事項

　（11）学位の授与に関する事項

　（12）教育職員の人事に関する事項

　（13）学長より諮問された事項

　（14）その他、学部の運営上重要な事項

3　教授会は第 2 項 9 号から第 13 号の事項について、審議を経て学長に意見を述べるものとする。

4　教授会の構成員は、別に定める大阪産業大学教授会規程による。

　（協議会）

第４０条　本大学に、協議会を置く。

2　協議会は、教育研究に関する次の事項を審議する。

（1）学則および学内諸規程の制定、改廃に関する事項

（2）学部、学科の設置、廃止および変更に関する事項

（3）主要な施設の設置、廃止および変更に関する事項

（4）教育職員の人事に関する各学部共通の事項

（5）教学に関する各学部共通の事項

（6）学生の厚生補導および賞罰に関する事項

（7）予算の編成執行の基本方針に関する事項

（8）学長より審議要請された事項

（9）その他、本大学の運営上重要な事項

3　協議会の構成員は、別に定める大阪産業大学協議会規程による。

第７章　科目等履修生および研究生

（科目等履修生）

第４１条　本大学の特定の授業科目について科目等履修を志願する者があるときは、本大学学生の

修学に妨げのない限り、選考の上、教授会の議を経て、これを許可することができる。

2　科目等履修生を志願できる者は、高等学校を卒業した者またはそれと同等以上の学力を有すると

認められた者とする。ただし、教育職員免許状取得、その他法令に定める資格を得ることを目的と

する者は、そのための必要な基礎資格を有することとする。
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3　科目等履修生が履修した授業科目の試験を受け合格した場合には、単位を与える。

4　科目等履修に要する費用等は、別表第 3 のとおりとする。

5　科目等履修生に関する規程は、別に定める。

（研究生）

第４２条　本大学において、特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは、本

大学の教育研究に支障のない場合に限り、教授会の議を経て研究生として入学を許可することが

ある。

2　研究生を志願することのできる者は、大学を卒業した者および卒業見込の者またはそれらと同等

以上の学力を有すると認められた者とする。

3　研究期間は、6 ヵ月または 1 ヵ年とする。ただし、特別の理由がある場合は、その期間を更新

することができる。

4　研究料は、別表第 3 のとおりとする。

5　研究生に関する規程は、別に定める。

第８章　外国人留学生

（外国人留学生）

第４３条　外国人であって、第 12 条各号および第 13 条各号のいずれかに該当するものが入学を

志願したときは、選考の上、外国人留学生として入学させることができる。

2　外国人留学生は、学則、外国人留学生規程およびその他の規程を適用する。

（短期外国人留学生）

第４４条　前条第 1 項の定めにかかわらず、海外の大学との協定に基づき、当該大学の学生につい

て所定の期間に限り受け入れを要請された場合は、または、海外の大学に在籍する学生が本学へ

の留学を志願し、在籍大学から推薦を受けた場合は、原則として 1 年以内の期間に限り、学長は

短期外国人留学生として受け入れを許可することができる。

2　短期外国人留学生の受け入れに関する規程は、別に定める。

第９章　付置施設および厚生施設

（付置施設）

第４５条　本大学に、次の付置施設を置く。

（1）綜合図書館

（2）産業研究所

2　前項の付置施設の運営については、別に定める。

（福利厚生施設）

第４６条　本大学に、次の福利厚生施設を置く。

（1）セミナーハウス
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（2）医務室

（3）食　堂

（4）その他

2　前項の諸施設の運営については、別に定める。

第１０章　賞罰

（表彰）

第４７条　学生で、他の学生の模範となる者、または本大学の栄誉を高めた者は、教授会の議を経て、

学長が表彰する。

（懲戒）

第４８条　本大学の学則その他諸規程に違反し、または本大学の体面を汚し、あるいは学校教育法

施行規則第 26 条の規定に該当する者は、教授会の議を経て、学長が懲戒する。

2　懲戒は、訓告、停学および退学とする。

3　前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者について行う。

（1）性行不良で、改善の見込みがないと認められる者

（2）本大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

第１１章　雑則

（学生生活）

第４９条　本大学の学生として、学生生活を送るうえに必要な規則は、別に定める。

　（学生部委員会）

第５０条　学生に対する助言および補導のため、学生部委員会を置く。

2　学生部委員会に関しては、別に定める。

（規程の適用）

第５１条　本学則および付属諸規程は、別に定めあるとき、または教授会の決定により特に指示し

たものを除き、入学から卒業までは、その者の入学時の規程を適用する。

2　編入学者、再入学者および転籍等をした者については、それぞれ入学または転籍等を許可された

学部または学部の学科のその年次の者と同一に取り扱う。ただし、転籍等を許可された者が、すで

に納めた入学金が新たに許可された学部または学部の学科の入学金より少ないときは、第 17 条第

2 項ただし書きの者を除き、その差額を追徴する。

附　則

（施行期日）

この学則は、昭和 40 年 4 月 1 日から施行する。

附　則　（平成 28 年 3 月 19 日）

（施行期日）
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１　この学則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 5 条の規定にかかわらず、平成

28 年度から平成 30 年度までの収容定員は次のとおりとする。

学 部 学　　科
収容定員

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

人間環境学部

文化コミュニケーション学科 575 名 560 名 545 名

生活環境学科 570 名 550 名 530 名

スポーツ健康学科 500 名 520 名 540 名

経営学部
経営学科 1,240 名 1,240 名 1,240 名

商学科 840 名 840 名 840 名

経済学部
経済学科 1,100 名 1,100 名 1,100 名

国際経済学科 1,040 名 1,040 名 1,040 名

デザイン工学部
情報システム学科 440 名 440 名 440 名

建築・環境デザイン学科 440 名 440 名 440 名

工学部

機械工学科 420 名 420 名 420 名

交通機械工学科 560 名 560 名 560 名

都市創造工学科 325 名 340 名 355 名

電子情報通信工学科 390 名 390 名 390 名

計 8,440 名 8,440 名 8,440 名

2　工学部土木工学科名称変更に伴う経過措置

　　工学部土木工学科は、改正後の学則第 2 条にかかわらず、当該学科の在学生が卒業するまでの間、

存続するものとし、土木工学科は、平成 16 年 4 月 1 日から学生募集を停止し、在学生の卒業を

まって廃止する。

3　工学部機械工学科夜間主コースおよび同交通機械工学科夜間主コースの学生募集停止に伴う経過

措置

　 工学部機械工学科および同交通機械工学科のコース制は、平成 17 年 4 月 1 日から廃止する。

ただし、工学部機械工学科昼間コース・夜間主コースおよび同交通機械工学科昼間コース・夜間主

コースは、改正後の学則第 2 条にかかわらず、当該学科の在学生が卒業するまでの間、存続する

ものとし、機械工学科夜間主コースおよび同交通機械工学科夜間主コースは、平成 17 年 4 月 1

日から学生募集を停止し、在学生の卒業をまって廃止する。

4　工学部電気電子工学科名称変更に伴う経過措置

　 工学部電気電子工学科は、改正後の学則第 2 条にかかわらず、当該学科の在学生が卒業するま

での間、存続するものとし、電気電子工学科は、平成 18 年 4 月 1 日から学生募集を停止し、在

学生の卒業をまって廃止する。

5　工学部環境デザイン学科名称変更に伴う経過措置

　 工学部環境デザイン学科は、改正後の学則第 2 条にかかわらず、当該学科の在学生が卒業する

までの間、存続するものとし、環境デザイン学科は、平成 20 年 4 月 1 日から学生募集を停止し、
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在学生の卒業をまって廃止する。

6　人間環境学部文化環境学科および都市環境学科名称変更に伴う経過措置

　 人間環境学部文化環境学科および都市環境学科は、改正後の学則第 2 条にかかわらず、当該学科

の在学生が卒業するまでの間、存続するものとし、文化環境学科および都市環境学科は、平成 20

年 4 月 1 日から学生募集を停止し、在学生の卒業をまって廃止する。

7　経営学部流通学科名称変更に伴う経過措置

　 経営学部流通学科は、改正後の学則第 2 条にかかわらず、当該学科の在学生が卒業するまでの間、

存続するものとし、流通学科は、平成 23 年 4 月 1 日から学生募集を停止し、在学生の卒業をま

って廃止する。

8　工学部情報システム工学科および建築・環境デザイン学科の学生募集停止に伴う経過措置

    工学部情報システム工学科および建築・環境デザイン学科は、改正後の学則第 2 条にかかわらず、

当該学科の在学生が卒業するまでの間、存続するものとし、情報システム工学科および建築・環境

デザイン学科は、平成 24 年 4 月 1 日から学生募集を停止し、在学生の卒業をまって廃止する。
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別表第１　入学定員、３年次編入学定員および収容定員

学 部 学 科 入学定員 3 年次
編入学定員 収容定員

人間環境学部

文化コミュニケーション学科 125 名 20 名 540 名

生活環境学科 120 名 20 名 520 名

スポーツ健康学科 135 名 －名 540 名

経営学部
経営学科 300 名 20 名 1,240 名

商学科 200 名 20 名 840 名

経済学部
経済学科 265 名 20 名 1,100 名

国際経済学科 250 名 20 名 1,040 名

デザイン工学部
情報システム学科 105 名 10 名 440 名

建築・環境デザイン学科 105 名 10 名 440 名

工学部

機械工学科 100 名 10 名 420 名

交通機械工学科 130 名 20 名 560 名

都市創造工学科 90 名 5 名 370 名

電子情報通信工学科 95 名 5 名 390 名

計 2,020 名 180 名 8,440 名
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別表第２　教育職員免許状の種類および免許教科

学　部 学　科 免許状の種類 免許教科

人間環境学部

文化コミュニケーション学科

中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状

社　会 

公　民生活環境学科

スポーツ健康学科 保健体育

経営学部

経営学科 高等学校教諭一種免許状 商　業

商学科

中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状

社会 

公民 

商業

経済学部

経済学科 中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状

社会 

地理歴史 

公民
国際経済学科

デザイン工学部

情報システム学科

高等学校教諭一種免許状 情　報

中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状
数　学

建築・環境デザイン学科
高等学校教諭一種免許状

美　術

工　芸

工　業

中学校教諭一種免許状 美　術

工学部

機械工学科

高等学校教諭一種免許状 工  業交通機械工学科

都市創造工学科

電子情報通信工学科

高等学校教諭一種免許状
工　業

情　報

中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状
数　学
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別表第 3

1、学費
（1）入学金 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円） 

   学部等

項目

人間環境学部
　文化コミュニケーション学科

　生活環境学科

　スポーツ健康学科

経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

入学金 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

再入学金 10,000

（2）授業料

【平成 27 年度以前入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円） 

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年額 740,000 874,000 728,000 728,000 1,008,000 1,008,000

【平成 28 年度入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年額 720,000 850,000 708,000 708,000 980,000 980,000
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（3）教育環境充実費

【平成 27 年度以前入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

2 年 目 以 降 の ( )
は ア パ レ ル 産 業
コース

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年
額

入学
年度 164,000 236,000 154,000 154,000 290,000 290,000

2 年目
以降 195,000 267,000

185,000
(246,000)

185,000 321,000 321,000

【平成 28 年度入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年
額

入学
年度 160,000 230,000 150,000 150,000 282,000 282,000

2 年目
以降 190,000 260,000 180,000 180,000 312,000 312,000

　2 年次以降の授業料・教育環境充実費については、学年進行に伴い前々年度の消費者物価指数平

均上昇率等を勘案してスライド制を実施する。

（注） ① 上記授業料・教育環境充実費は全学生に適用する。ただし、在学年数が 4 年を超

える学生（外国人留学生授業料減免措置を受ける者を除く。）および 2 年を超える

編入学生（外国人留学生授業料減免措置を受ける者を除く。）の授業料・教育環境

充実費は、その半額を減免する。

② 前項ただし書きの適用にあたり、第 2 年次以上に在籍する者があらためて第 2 年

次へ転籍等をする場合は、4 年を超えるという条件に拘らず、転籍等後の所属学部・

学科において修業年限を越えた時点から適用する。学　
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（4）科目等履修料および研究料 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）
項目 金額

科目等履修料 1 単位 10,000

	
（単位　円）

項目 金額

研究料

人間環境学部

経営学部

経済学部

6 カ月 150,000

1 カ年 300,000

デザイン工学部

工学部

6 カ月 200,000

1 カ年 400,000

2、学費以外の費用
（1）検定料             　　　　　　　　　　　　　　　　　                        （単位　円）

入学検定料 35,000〔30,000〕

研究生検定料 30,000

大学入試センター試験利用入試入学金検定料 20,000〔15,000〕

科目等履修生検定料 15,000

※〔　〕内金額は、WEB 出願による検定料
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別表第 4

外国人留学生学費
（1）入学金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円） 

  学部等

項目

人間環境学部
　文化コミュニケーション学科

　生活環境学科

　スポーツ健康学科

経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

入学金 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

再入学金 10,000

（2）授業料
【平成 26 年度以前入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円） 

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年額 935,000 1,141,000 913,000 913,000 1,329,000 1,329,000

【平成 27 年度入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　（単位　円） 

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年額 740,000 874,000 728,000 728,000 1,008,000 1,008,000

【平成 28 年度入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年額 720,000 850,000 708,000 708,000 980,000 980,000
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（3）教育環境充実費

【平成 27 年度入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　（単位　円） 

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年
額

入学
年度 164,000 236,000 154,000 154,000 290,000 290,000

2 年目
以降 195,000 267,000 185,000 185,000 321,000 321,000

【平成 28 年度入学者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

　学部等

項目

人間環境学部 経営学部
　経営学科

　商学科

経済学部
　経済学科

　国際経済学科

デザイン工学部
　情報システム学科

　建築・環境デザイン学科

工学部
　機械工学科

　交通機械工学科

　都市創造工学科

　電子情報通信工学科

文化コミュニケー
ション学科

生活環境学科

スポーツ
健康学科

年
額

入学
年度 160,000 230,000 150,000 150,000 282,000 282,000

2 年目
以降 190,000 260,000 180,000 180,000 312,000 312,000

　2 年目以降の授業料・教育環境充実費については、学年進行に伴い前々年度の消費者物価指数の

平均上昇率等を勘案してスライド制を実施する。

（注）上記授業料・教育環境充実費は全外国人留学生に適用する。ただし、在学年数が 4 年を超える

外国人留学生（外国人留学生授業料減免措置を受ける者を除く。）の授業料・教育環境充実費は、

その半額を減免する。 

（4）科目等履修料および研究料

　　別表第 3 と同額とする。
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